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第 1章

序論

1.1 本論文の目的

大気という地球公共財を介して、地球上のあらゆる生命は結びついている。大気中の温

室効果ガス（Greenhouse Gas: GHG）濃度上昇によって生じる気温上昇と気候変動の影響

は、人間であろうと動植物であろうと地球全域の生命に及ぶ。人間社会に限って言えば、

人種・民族・文化・宗教という枠を超えて、地球上に存在する 70億人以上の人間が地球

温暖化にともなう気候変動の影響を受ける。このように、気候変動問題は、国家という枠

組みを超えた国際的な課題である。

気候変動政策は、気候変動問題の原因と結果のそれぞれの観点から、緩和策（mitigation）

と適応策（adaptation）に分類できる。緩和策とは、温室効果ガスの排出抑制と植生による

炭素の吸収・固定のことを指し、原因物質の排出制御に関する対策である。適応策とは、

気温上昇や気候変化などの変わりゆく環境条件に対応するという人間・自然システムの側

の対策の総称である。例えば、海面上昇による高潮被害に対する適応策には、内陸への撤

退、防波堤の耐久力強化による防護、および建造物の設計変更による順応がある。

ここで問題となるのは、1992年に採択された国連気候変動枠組条約（United Nations

Framework Convention on Climate Change: UNFCCC）の第 2条で掲げられている究極目

標を達成するために、緩和策と適応策をどのような割合で実行するのが望ましいかという

問いである。UNFCCC第 2条では、

(第 2条)…気候系に対して危険な人為的干渉を及ぼすこととならない水準において

大気中の温室効果ガスの濃度を安定化させることを究極的な目的とする。そのよう

な水準は、生態系が気候変動に自然に適応し、食糧の生産が脅かされず、かつ、経

済開発が持続可能な態様で進行することができるような期間内に達成されるべきで

ある。

と規定されている。ここで目指されているのは、最終的には温室効果ガス濃度を安定化さ
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せることであるが、そのための対策として緩和策と適応策を織り合わせることが掲げられ

ている。

しかし、緩和策と適応策は、どちらも無制限に実行できるものではない。気候変動政策

に用いることのできる経済資源は有限である。そのため、緩和策と適応策に用いられる資

金を効率的に分配する必要がある。このように、資源の稀少性の観点から 2つの対策を費

用効果的に実行するという視点は重要である。経済のエネルギー構造を変更し低炭素化を

進める緩和費用と気候変動影響を低減するための経済・自然システムの適応費用の合計費

用を最小化するという視点がなければ、どちらか一方の対策を偏重することになり社会的

費用の観点で非効率性が発生してしまうためである。

上述の緩和策と適応策の効率性の問題に加えて、気候変動問題が国際的課題である以

上、国家間の費用負担の問題がある。これは衡平性に関わる問題である。UNFCCC第 3

条には、

(第 3条)締約国は、衡平の原則に基づき、かつ、それぞれ共通に有しているが差異

のある責任及び各国の能力に従い、人類の現在及び将釆の世代のために気候系を保

護すべきである。したがって、先進締約国は、率先して気候変動及びその悪影響に

対処すべきである。

と規定され、気候変動問題に関する国家間の責任配分と費用負担の問題が提示されてい

る。条文からは、少なくとも先進国が率先して費用負担をすることが衡平の原則に基づく

行為であることが示唆されているが、1992年に UNFCCCに先がけて採択された「環境と

開発に関するリオデジャネイロ宣言」で提示されている衡平性の諸原則（第 2章で詳細に

検討する）と相互に関連し合い、複雑な基準を形成している。国際的な協調行動を実現す

るためには、国家間の費用負担とその大元となる衡平性概念ならびに責任概念に関する一

致が必要不可欠である。

以上の背景をふまえて、本論文では、国際的な文脈における緩和策と適応策の関わり合

いを論じることを目的とする。言い換えると、気候変動政策における衡平性と効率性の問

題を論じることを目的とする。本論文の特徴は、従来緩和策の視点から論じられてきた気

候変動政策の経済学的研究に、適応策の視点を導入することにある。

1.2 本論文の構成

第 1章の残りの節では、気候変動政策の経済学的研究の系譜を、緩和策と適応策の観点

で紹介する。まず、先行研究が温室効果ガス緩和策を中心に行われてきたことを示し、適

応策はそうした一連の研究とは直接的には関連していなかったことを論ずる。その後、緩

和策と適応策の相互依存関係に着目する研究が登場するようになり、両者の代替・補完関
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係が理論的に分析されるようになったことを明らかにする。

気候変動政策の文脈では、緩和策と適応策の関係に着眼した理論的研究は 2000年以降

行われ始めたのであるが、大気汚染や騒音などの公害 (地域的汚染)を想定した 1970年代

以降の研究の中には、防御的措置 (汚染物質の流入を防ぐための仕切りの設置や被害者の

汚染地域からの移転など)に関する理論研究も見られる。したがって、第 1章の最終節で

は、気候変動問題以外の環境問題に範囲を広げて、排出削減策（≒緩和策）と防御的措置

（≒適応策）の関わり合いを論じた研究の系譜も示す。

第 2章では、国際的に協調して気候変動問題を解決していくための要となる、国家間の

責任配分の問題、すなわち衡平性の問題を分析する。既述の通りに、UNFCCC第 3条で

は「共通だが差異のある責任」原則が掲げられ、締約国のうち附属書 I 国（先進国）が率

先して費用負担をすることが求められている。このことは、先進国が途上国よりも大きな

責任を負っていることと、今後も途上国よりも相対的に大きな責任を負う必要があること

を示唆している。

しかしながら、数世紀にもおよぶ南北格差を無自覚に前提とすると「共通だが差異のあ

る責任」は上述の解釈で十分なように見えるが、必ずしもこの解答は自明ではない。現在

温室効果ガスの排出量が世界第 1位の中国を筆頭として、インドやブラジルなど途上国

（非附属書 I 国）の人口増加率と経済成長率は著しく、経済規模の観点では能力に大きな

相違は見られなくなりつつある。さらに、経済成長にともなうエネルギー使用量の増加、

温室効果ガス排出量の増加によって、大気の稀少性は高まる一方である。このような状況

下、2011年 12月に南アフリカのダーバンで開催された国連気候変動枠組条約第 17回締

約国会合では、交渉の難航の末、苦肉の策として 2015年までに世界規模の法的合意を採

択することが決定したが、「法的合意（legal agreement）」は必ずしも非附属書 I 国（途上

国）が絶対値の排出削減義務を負うことを意味していない*1。換言すれば、排出削減の費

用負担の問題と、その前提となる責任配分の問題は依然未解答のままである。したがっ

て、京都議定書の第 1約束期間（2008～2012年）以降の将来枠組みの形成において、「共

通だが差異のある責任」原則の意味内容が改めて吟味される必要がある。

以上の背景をふまえ、国際的な気候変動政策の衡平性の原則である「共通だが差異のあ

る責任」原則について再検討することを第 2章の分析の目的とする。従来温室効果ガス排

出量の観点のみに基づいていた責任概念に、脆弱性を加えることを分析の視点とする。こ

の視点は、温室効果ガス緩和策に偏ってきた気候変動政策の経済学的研究に適応策を導入

するという視点と並行的なものである。

分析方法としては、第 1に、法的根拠に基づいて脆弱性を衡平性の基準の 1つと考える

ことの可能性を論じた上で、第 2に、責任概念に脆弱性を接合するという考え方を具体化

*1 UNFCCCホームページ: http://unfccc.int/2860.php
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するための数値計算を用いる。数値計算では、温室効果ガスと脆弱性、温室効果ガスと適

応力、温室効果ガスと人口という 3つのケースを示し、比較分析を行う。

分析結果は以下のようにまとめられる。まず、法的解釈について、1992年のリオ宣言

第 6原則で、脆弱性は「共通だが差異のある責任」原則の基準の 1つとして規定されてい

ることを示す。それにもかかわらず、これまで脆弱性が責任と切り離されて論じられてき

た理由は、貧しく必要性が高ければ脆弱性も高い一方で豊かで必要性が少なければ脆弱性

も低いという具合いに、「脆弱性」が他の衡平性の基準である「支払能力」や「必要」と

同一視されてきたためであることを示す。それほどまでに南北の所得格差に対する懸念が

強いことが示唆される。次に、数値例では、従来温室効果ガスに 100%の重みづけがなさ

れていた責任において、脆弱性の比重を増加させることで各国の責任がどのように推移す

るかが明らかとなる。このように、変数間の重みづけを変化させる計算方法の導入によっ

て、途上国が強く主張する 1人当たり排出量に依拠した責任概念が、変数間の比率を固定

している点で、比較的強い仮定に基づいていることが明らかになる。

第 3章では、南北 2国からなる世界経済を想定し、両国間の緩和策と適応策に関する効

率的な資金分配を論ずる。既述の通りに、UNFCCC第 2条の究極目標において、緩和策

と適応策を組み合わせることで気候変動に対処していくことが明記されている。そこに大

気という環境資源と経済資源に稀少性があることを考え合わせると、両者の効率的な利用

に関する分析が必要不可欠となる。

国際的な文脈において、緩和策とは異なり、適応策は私的財としての性質を有してい

る。両方の対策は気候変動被害を低減するという共通の機能を有しているが、緩和策につ

いては、1国が行う温室効果ガス排出削減を通じて他国にも影響を及ぼすという点で公共

財としての性質を有している。それとは対照的に、例えば、イスラエルにおける灌漑水管

理、南アメリカの作物種の変更、オランダにおける保険料支払い費用を削減するための砂

袋や耐水性床の購入という具合いに、1国が行う適応策の便益は他国にまで広がりを見せ

ない。

以上の性質の違いを前提として、技術革新によって適応策が緩和策に比してより効果的

になるという状況において、各国の温室効果ガス排出水準と厚生水準にどのような影響が

およぶかを分析する。技術革新を分析の主眼においているのは、温暖化への適応策におい

て、農業の品種改良や情報技術（影響予測技術）の進歩が重要な役割を果たすためである。

先行研究では、1国内での緩和策と適応策の最適性について効果が解明されてきたが、多

くの研究では自国の適応策が緩和策の水準を変化させることによって生じる他国への影響

については考察の対象としていない。技術革新によって適応策そのものがより効果的にな

ると、当該国では緩和策の水準を低下させ適応策に以前よりも大きな比重を置くことにな

る可能性がある。その国が適応策の水準を変更することで緩和策の水準が変化することに

なれば、その国による緩和策が世界の排出量を変化させ、結果的に他国に影響が及ぶこと
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になる。したがって、適応策のもつ効果を明らかにするためには、複数国モデルによる分

析が必要となる。

分析方法としては、先進国と途上国から成る 2国モデルを使用する。両国はそれぞれ緩

和策の水準を決定するが、適応策については先進国のみ実施可能とする。すなわち、途

上国では、財政制約ゆえに実行可能な気候変動政策は緩和策のみであると仮定する。こ

の仮定は、気候変動に関する政府間パネル（Intergovernmental Panel on Climate Change：

IPCC）が指摘しているように、途上国が適応策に必要な費用を容易に賄うことができな

いという事実に基づいている。先進国と途上国が相手国の行動を所与として自国の厚生を

最大化するべく、戦略的に排出水準を決定する同時ゲームを考える。解は同時ゲームナッ

シュ均衡解として特徴づけられる。

分析結果としては、適応策の技術革新の程度によって 5つの場合が生じることが示され

る。その内の 1つの場合においてのみ、世界の総排出量が減少し、強い意味でのパレート

改善が達成される。2つの場合において、どちらか一方の国の厚生のみ改善するという弱

い意味でのパレート改善が起きる。残りの 2つは、先進国の厚生は改善するが途上国の厚

生は悪化するという場合と、先進国の厚生は悪化し途上国の厚生は改善するという場合で

ある。主要な結論の 1つは、技術革新が十分に効力を有している場合、逆説的に途上国の

厚生が悪化するということである。先進国は、自国の適応策によって気候変動被害を抑制

できる分、温室効果ガス排出の緩和策の水準を引き下げるという行動にでるため、途上国

には被害が及ぶのである

さらに、第 3章の後半分析は、適応投資の水準に応じて先進国に課税する国際所得移転

制度によって、高水準の技術革新が生じた場合においても先進国と途上国双方の厚生改善

を実現できることを示している。先進国に適応策の費用負担を求めることで、実質的に適

応策の技術革新の程度が抑制され、温室効果ガス排出を緩和するという行動が喚起され

る。要するに、たとえ課税による収入が途上国に移転されなかったとしても、先進国の緩

和策の成果である大気の安定化の便益が途上国におよぶ可能性が示される。先進国から途

上国への所得移転（基金）は現在の UNFCCCの国際交渉でも主要な争点となっており、

第 3章の分析は、たとえ各国が非協力的に行動する場合においてさえ両国の厚生を高める

可能性を提示していると言える。続く第 4章では、先進国から途上国への所得移転の分配

のあり方にまで踏み込んで論じる。

第 4章では、第 2章で詳細に論じられる脆弱性に着目しつつ、第 3章の後半の分析で

提示される先進国から途上国への所得移転をさらに深めて考察する。実際に、UNFCCC

第 4条 4項では、先進工業国が脆弱性の高い国に対して援助策を実施することが約束さ

れている。京都議定書第 12条 8項においても、脆弱性の高い途上国の適応策の費用負担

の必要性が規定され、2001年のマラケシュ合意をへてクリーン開発メカニズム（Clean

Development Mechanizm: CDM）の収益の一部が適応基金の運営の原資とされることが
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決められた（亀山、2010）。つまり、適応援助策によって脆弱性の高い途上国の適応力を

高めることが近年の国際的課題となっているのである。

しかしながら、途上国内にも人口集団毎に著しい脆弱性の不均一性が見られる。例え

ば、大気と海洋の水循環を介して、洪水や渇水のように大規模かつ長期的な影響を生じさ

せる気候変動問題においては、気象災害の発生により土地を追われる人口集団（気候変動

避難民）の存在が顕著である。土地という生産要素を剥奪されることは、主に農業に従事

する大多数の家計において、資本・労働を投入する場を失うことに等しい。生産要素を失

えば生産・消費をすることができず、生命維持に支障をきたすことになる。つまり、途上

国内の気候変動避難民は、生産人口に比して極めて脆弱性が高いと考えられる。このよう

な特質をふまえて、第 4章では、先行研究を拡張し途上国内の人口集団を脆弱層と非脆弱

層（生産人口）に区別した上で援助の分配を論じることを目的とする。

分析方法としては、Buob and Stephan（2008）と Onuma and Arino（2011）が用いた南

北経済モデルで考察されていなかった援助の分配を分析する。途上国の人口を明示的に表

し生産人口と脆弱人口に区分した上で、先進国から途上国へ支給される適応援助と緩和援

助の間の効率的な分配比率を求める。援助の分配比率にとどまらず、その分配比率に応じ

て南北各国が互いに戦略的に行動したときにどのような温室効果ガス排出行動をとるかと

いう点まで考察対象とすることで、開発政策と気候変動政策を統一的に考察する。具体的

には、2段階ゲーム（第 1段階で援助の分配比率を決定し、第 2段階で各国の温室効果ガ

ス排出水準を決定する）を想定する。その解は部分ゲーム完全均衡となる。

分析結果は、援助の分配比率を決定する主体（先進国、途上国または両国）に応じて 3

つの場合に分かれるが、途上国の人口分布が結果に影響する点が特徴的である。第 1に、

先進国が分配比率を決定する場合は、自国にも便益が及ぶように途上国における緩和水準

が増加するよう緩和策の分配比率を増加させる。その結果、すべて緩和援助策として投資

することになる。第 2に、途上国が分配比率を決定する場合は、先進国の温室効果ガス排

出増加による不便益と援助そのものから得られる便益の多寡に応じて分配比率の選択がな

される。具体的には、脆弱人口と生産人口の援助による便益の多寡に応じて分配比率が調

整され、両人口集団の相対的な人口規模が分配比率の水準の決定要因となる。その結果、

脆弱人口が十分に多い場合は、適応策への投資が増加し、脆弱人口が十分に少ない場合は、

緩和策への投資が増加する。第 3に、先進国と途上国が協力的に分配比率を決定する場

合は、緩和策にも適応策にも援助資金が偏ることはなく、その水準は途上国単独で決定す

る分配比率よりも高くなる（緩和援助策の比率が高くなる）。以上のように、途上国は脆

弱人口の適応策に、先進国は生産人口の緩和策に援助するインセンティブを有しているこ

とが示される。この結果、両国の利害が均衡する水準（協調解）は、その両方のインセン

ティブが調和する点、すなわち、先進国単独で決める第 1の場合の分配比率と、途上国単

独で決める第 2の場合の分配比率の中間のいずれかの比率として実現すると解釈できる。
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続いて、緩和投資（CDM）による収益の一部を適応基金に回す政策の効果も検証する。

第 1に、先進国では、適応基金に回す割合にかかわらず、すべて緩和援助策として投資す

ることになる。これは、CDM投資による収益に加えて、途上国の緩和水準の上昇の限界

便益を常にえることができるためである。第 2に、途上国が選択する分配比率は、適応基

金に回す割合が増えるにしたがって、増加する。大事なことは、ある一定の水準をすぎる

と分配比率は減少するものの、適応基金の存在により途上国に緩和援助策を求めるインセ

ンティブが増加することである。第 3に、両国が分配比率を選択する場合、適応基金に

よって途上国に緩和援助策を増やすインセンティブが加わることにより、分配比率が先進

国が求める水準に一致する場合が生じることになる。あくまで援助総額を所与としたモデ

ルの下ではあるが、適応基金の存在は、最適分配比率を南北協調解に近づける効果を有す

ることが解明される。

1.3 気候変動政策研究の系譜

気候変動問題に関する経済学の系譜をたどると、Nordhaus（1977）に行き着く。Nordhaus

（1977）は、化石燃料使用に根ざした経済成長が気候変動を招来することを指摘し、エネ

ルギー分野の各企業に CO2の排出制約を課すモデルを用いて効率的な排出削減経路を導

出した。気候変動問題が正式に国際的課題と認識されたのは 1992年に採択された国連気

候変動枠組条約においてであったが、1970年代にはすでに気候変動に関する科学的研究

が幅広く実施されていた。そのような状況下、Nordhausは他の経済学者に先駆けて経済

学の体系の中に気候変動問題を取り入れたのである。

本節の説明の手順は次の通りである。第 1に、Nordhaus（1977）に端を発する GHG制

御の経済学の変遷を示す。これは緩和策の研究体系と言い換えることもできる。気候変動

が長期的な影響をもたらすことから動学モデルがその大半を占める。ただし、CO2の発

生メカニズムが比較的単純で理論的な帰結は基本的な外部性理論で説明されるものである

がゆえに、気候変動政策の経済学の系譜は主にコンピューターシュミレーションを用いた

実証的研究に牽引されてきたといえる。第 2に、90年代後半以降モデルで分析されはじ

めた適応策の観点を入れた論文を整理する。気候変動の被害額に関する実証研究の中にそ

の主な系譜を見ることができる。

1.3.1 緩和策の系譜

Nordhaus (1977)では、エネルギー市場に焦点が当てられている。各時点で消費者は効

用の割引現在価値の合計を最大化するように消費量を決定し、最適なエネルギー消費水準

の経路が導出される。併せて、エネルギー消費に伴う CO2排出経路と最適課税の経路が

導かれる。このモデルの特徴は、企業に CO2の排出制約が課されている点である。すな
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わち、気候変動の影響や被害といった外部性は考慮されていないモデルである。Nordhaus

(1991)ではこの点に改良が加えられた。排出と濃度、濃度と気温を関連づける状態方程

式と気温と被害を関連づける被害関数が明示的に方程式体系に組み込まれた。財市場と気

候メカニズムを関連付けるモデルとなったことで、外部性が考慮されるに至った。した

がって、本論文での最適課税はピグー税に分類される。このモデルをさらに拡張したのが

Nordhaus (1994)であり、DICE（Dynamic Integrated model of Climate and Economy）モ

デルと呼ばれている。経済と気候が最適成長理論の枠組みの中で統合され、現実の政策

立案に用いられる統合評価モデル（Integrated Assessment Model）の代表例となった。最

適成長理論については、Ramsey (1928)、Solow (1970)らによって確立され、温暖化のみ

ならず様々な環境汚染の分析に用いられている*2。DICEモデルの経済理論は伝統的なピ

グー税の概念に集約できる。すなわち、汚染の限界被害額に等しい税を企業が排出する 1

単位ずつの汚染に課することでパレート効率性を達成（社会的余剰を最大化）できるとい

うものである。具体的には、濃度上昇のシャドー・プライスを限界被害額と理解し、それ

と税率を一致させる。過去数十年のデータから人口増加率と技術進歩率を外挿し、結果的

に最適税率の経路が求められる。気候変動問題は蓄積性汚染であることから、毎期の自然

による吸収・固定能力を毎期の排出水準が上回る限り、通時的に必ず濃度・気温・海面は

上昇し被害も増加する。このことからピグー税は通時的に上昇してゆくという結果が得ら

れる。本論文の理論的貢献は、経済の市場メカニズムにあるのではなく、むしろ従来「外

部性」としてひとくくりにされてきた気温上昇と海洋・気候のプロセスを明示した上で、

制約条件として経済成長理論に結びつけたことにある。Nordhaus and Boyer (2000)では、

Nordhaus (1994)の DICEモデルが単一経済モデルであった部分を拡張し、世界を 13地域

に分割して地域別の GHG削減費用と気候変動被害を算定した。加えて、従来は農業、そ

の他財市場、海面上昇の被害推定にとどまっていた部分を拡張し、健康、レクレーション、

極端現象（西部南極氷床の崩壊など）という非市場価値を環境評価に関する実証研究結果

と結びつけて推定した。このように、理論的な拡張は Nordhaus (1994)でほぼ頭打ちとな

りその後は実証的研究としての貢献がなされてきたといえる。Tol (2002)、Stern (2007)は

同様のマクロ経済モデルを用いた最近の研究事例である。Stern (2007)は数ある研究の中

でも最も低い割引率*3を設定しているために、温暖化の長期的被害額とそれにともなう最

適削減経路が最も大きく評価された研究である。

このような一連の実証研究から、最適な排出削減経路に影響をもたらす要因を費用、便

益（被害）、割引率の 3つにまとめることができる。限界費用が限界便益に比して大きい

*2 柳瀬 (2002)では、環境資源の性質別 (再生可能資源・枯渇性資源)に最適成長理論を用いた分析のレビュー
が広範になされている。気候変動問題は気温上昇が不可逆的な現象であることから枯渇性資源モデルで取
り扱われることもある。

*3 Nordhausモデルでは 6％であるのに対し、Sternモデルでは 0.1％にすぎない。
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（小さい）のであれば最適削減量は少なく（多く）なる。それは最適削減量が各時点の限

界削減費用と限界便益の割引現在価値が均等化する水準で決定することによる。割引率を

高く（低く）設定すれば温暖化対策の便益の割引現在価値は低く（高く）評価されること

になる。温暖化による影響は濃度蓄積にともなって長期的に現れるためである。このよう

にして、費用便益分析の結果は、費用、便益、割引に関するパラメータの値（とりわけ割

引率）に依存する、と結論づけることができる。

1.3.2 適応策の系譜

緩和策が 1970年代から 90年代まで盛んに分析されてきたにも関わらず、適応策は 90

年代後半になるまで実証研究においてさえ考慮されてこなかった。気候変動問題の原因物

質は温室効果ガスであり、それを制御することが最も本質的な対策であるためである。し

かしながら、温暖化に関する気候プロセスが科学的に解明されてゆくにつれて、ある時点

で排出削減をしてもその効果が現れるまでには 20-30年程度の時間を要することがわかっ

てきた (Solomonet al., 2007)。そうなると、緩和策だけでは、すでに顕在化している被害

（例えば、海面上昇による島嶼国の洪水被害、北極グマの生息地である棚氷の融解、サン

ゴの白化現象、気温変化や洪水・渇水が農林水産業に与える影響など）を食い止めること

はできない。それゆえ、従来は明らかにされていなかった被害が認識されるのと歩調を同

じにして、緩和策の最適経路に関する経済学的研究の系譜の中に、適応策の観点が加えら

れていったのである。

適応策の経済分析の系譜は、次のように分類することができる。すなわち、(1)緩和策

を内生化したモデルに適応策を外生的に挿入するものと、(2)適応策を内生化したモデル

に緩和策を外生的に挿入するものの 2通りである。(1)について、数ある統合評価モデル

の中で代表的な Nordhaus and Boyer(2000)では、気温上昇と各地域の被害関数のパラメー

タの値（被害の所得弾力性）を変更するという方法が採用されている*4。この場合、パラ

メータの値をどれだけ変更するかという外生的な選択によって結論が大きく変わってく

るため、こうした計算結果は恣意的であるとの批判もある（Azar, 1998）。(2)の場合、農

業、森林、沿岸、エネルギーなど様々な分野における被害推定モデルがあり、緩和策の程

度に応じた気温上昇の将来予測が外生的に選択され、最適な適応投資水準を上下させる。

Yohe and Schlesinger (1998)は、排出削減経路、濃度、気温、海面上昇を所与としてアメ

リカの沿岸部に防波堤を建設したときの費用を算出している。防波堤建設の規模を適応策

と定義し、最小費用で適応をするモデルが用いられている。Tol and Dowlatabadi (2001)、

*4 「所得の増加と共に農業シェアが縮小し被害額も抑制される」「所得の増加と共に都市化が進行し地下上
昇と共に沿岸地域の経済的影響は大きくなる」「所得の増加と共により多くの冷房が必要となり経済的影
響は大きくなる」「所得の増加とともに移住や生態系への関心は高まり、被害額（生態系への支払い意思
額）は高くなる」などの相関を仮定し、実測値と整合的になるように値が決められる。
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Sohngen and Mendelsohn (1999)は、それぞれ感染症、木材市場の経済被害額を推定した

研究事例であり、他にも気候変動の影響を受ける部門の数に応じて数え切れないほどの実

証研究が行われている。Tol (2005)では、温暖化の被害額の推定に関する 28の論文から

103の推定結果を集約し、不確実性などを除去し精度を上げた推定結果を示している。繰

り返しになるが、このような研究で最適な適応水準を求める場合、緩和策のシナリオは所

与とするため緩和策と適応策が内生的に関連づけられるわけではない。

Barker (2003)が述べているように、緩和策は温室効果ガスの排出源における制御を意

味するが、それらのガスが世界中に拡散し大気中に蓄積されて引き起こされる気候変動へ

の適応策は、ローカルな、同質ではない主体に関わる多種多様な対策を実施する必要があ

る。そのための対策は、主な対策が省エネや燃料転換などのエネルギー技術に集約される

緩和策とは違い、海岸管理の例に限ったとしても土地利用・建築様式の変更、地理情報シ

ステムを利用した防災情報の提供、浸水保険制度の創設、排水システムの強化など多岐に

わたる（Klein et al., 2005;三村、2006）。対策の多様性に比例するように、水、沿岸域、

森林、農業等の各分野の被害額推定に関する論文も多様化している。このような実証研究

の細分化傾向ゆえに、緩和策と適応策の相互依存関係を明らかにするためには、理論分析

を援用する必要がある。

1.4 理論的研究の系譜：緩和策と適応策の結びつけ

1.4.1 気候変動政策の系譜にみる緩和策と適応策

気候変動政策の文脈で緩和策と適応策を分析している理論の論文はそれほど多くはな

い。Kane and Shogreen (2000)は両者をつなぎ合わせ、単一経済における最適な緩和と適

応水準の条件を求めた最初の論文である。気候変動リスクが上昇したときに、最適な緩和

策と適応策が上昇するか下降するかは、リスク上昇が緩和策と適応策の限界便益を上昇さ

せるか下降させるか、という仮定に依存して決まることが示された。また、緩和策と適応

策が互いの限界便益に及ぼす影響の符号に関する仮定も結論に影響する。この比較静学の

結論から、筆者はこれらの「仮定」が妥当なものであるか否かは、農業、森林などの分野

ごとの実証研究によって確認する必要があるとしている。Mendelsohn (2000)は効率的な

適応について、補助金政策、外部性に触れつつ考察をした。加えて、民間による適応策の

みならず公共部門による適応策（灌漑システム、防波堤、生態系の管理）を公共財理論の

枠組みで分析をした。その際、気温を適応策の便益関数に組み入れることで緩和策との関

連性を持たせたが、外生変数として導入されたにすぎず、緩和策と適応策の関わり合いを

内生的に分析することはできなかった。Michaelowa (2001)では、2国以上の国際的な状

況を想定し、基本的な最適化行動の結論を定性的に論じた。先進国が緩和策を怠ると、緩

和策は公共財的性質を有するがゆえに、途上国もその負の影響を受ける。途上国は被害防
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止として適応をするが、所得制約が厳しいために効率的な水準まで適応策をうてない可能

性が生じる、という結論である。この結論は、理論的に証明されたものではなかったた

め、Onuma and Arino (2011)では先進国と途上国の 2国モデルで上記の状況が証明され

た。先進国で適応策の技術進歩が起きると適応策を増やし、その分緩和努力を減らす。こ

のことによって、世界全体の温室効果ガスが増加するため、途上国では気候変動被害が増

加し経済厚生が低下する場合があるという結果が導かれた。Lecocqet al. (2007)は Kane

and Shogren (2000)で使用された緩和策と適応策の最適化モデルを次の点で拡張してい

る。(1)適応策を事前 (ex ante)と事後 (ex post)に分けて、緩和策、事前適応策、事後適応

策の 3つの変数で最適化問題を解いている。(2)地域／部門を複数にしている。(3)静学

ではなく動学（離散期間モデル）である。(4)不確実性と学習が考慮されている。同様に、

Inghamet al. (2007)では不確実性と学習、さらに不可逆性が最適緩和経路に及ぼす効果を

分析した論文の系譜 (Ulph and Ulph, 1997; Ulph, 2004)に適応策を内生的に組み入れた。

従来は、将来の被害に関する不確実性や不可逆性の制約があると、現時点では予防的に多

めの緩和策を行うことが望ましいという結論になっていた。しかし、適応策がある場合に

は緩和水準が、緩和策しかない場合に比べて少なくなることが示された。有野 (2007)*5で

は、緩和策の動学的モデルに適応をフローおよびストックの形で挿入し、適応策があるこ

とでピグー税の最適経路がシフトすることが示された。

このように、2000年以降理論的研究において適応策と緩和策の関係が徐々に分析され

始めている。こうした研究で論点となっているのは緩和策と適応策の代替・補完関係*6お

よび国家間の戦略的行動であり、静学・動学両方のモデルが用いられている。

1.4.2 環境経済学の系譜にみる汚染削減と防御的措置

気候変動問題に関する理論的研究の中で適応策が緩和策と関連づけられたのは 2000年

以降であったが、環境経済学の歴史を遡ると適応の概念はすでに Coase (1960)の制度学

的分析において指摘されていることがわかる。彼は、取引費用の存在や政府介入の費用を

考慮すると、当事者間の補償を含む自発的交渉や理論上効率的なピグー税が実際には社会

的に非効率性をはらむ可能性があることを指摘している。このことに加えて、ピグー税に

よって汚染者が負担する限界的な費用よりも安い費用で、被害者が移転したり防御的措置

(defensive measures)をとったりすることができるのであれば、ピグー税のみに頼るのは

非効率であることを指摘している。Baumol and Oates (1975)はピグー税率の変化に応じ

て被害者の地理的な移転度合いが変わることを示した。一方で、Mishan (1974)は汚染地

*5 2006年度慶應義塾大学大学院経済学研究科修士学位論文「気候変動政策の動学的経済分析 : 最適経路に
おける緩和と適応」

*6 この点に関して定性的に論じた論文は多数ある。例えば、Frankhauseret al.(1999), Callaway (2004),
Kolstad (2005), Tol (2005), Paavola and Adger (2006)がある。
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域からの移転（防御）と排出削減の限界費用が均等化する水準で両手段の最適配分が決定

することを示し、Coase (1960)の指摘する非効率性は回避されることを示唆した。しかし

ながら、移転が不連続的に起こるような状況や、移転の固定費用が高くつくような状況で

あれば Coase (1960)が主張するようにピグー税で社会的最適が実現できないことがその

後のいくつかの研究の中で指摘されている。例えば、Shibata and Winrich (1983)は、防御

的措置の不連続性や固定費用による端点解の存在だけではなく、防御的措置の費用が汚染

水準に依存して決定するような費用関数のもとではピグー税で社会的最適が実現しないこ

とを示した。すなわち、汚染削減と防御的措置の間に関数的に相互依存関係があるのであ

れば、ピグー税のパレート効率性に影響を与える状況が考察されているのである。Heyes

(2001)では、Shibata and Winrich (1983)の結果でも出てきた汚染削減と防御的措置の一

方のみを選択するのが最適となる端点解の存在がある点を、別の文脈で分析した。防御的

措置の導入によって生じる複数の局所的最適解が大域的にも最適になる条件を導出したの

がMcKitrick and Collinge (2002)である。この論文では、先行研究ですでに指摘されてい

る不連続性の問題と汚染削減と防御的措置が混在する場合に生じる非凸性の問題を論点と

した。前者については不連続な防御的措置 (環境被害が生じていない地域への移住など)

が起こる総費用の条件を導出し、後者については汚染の被害関数の弾力性に依存する形で

解の一意性の条件を導出した。このように、2000年以降になって従来の汚染制御のモデ

ルに防御的措置を加えるがゆえに生じる非凸性とそれによる複数解の存在、さらには不連

続性の諸問題が理論的に解明されてきたといえる*7。

1970年代初頭には Baumol and Oates (1972)、Tietenberg (1974)、Sandmo (1975)のよ

うに大気汚染や水質汚染のような公害に関して、汚染者に間接税（ピグー税）を課するこ

とで汚染の最適制御を実現する研究が行われた。1990年代に入ると、動学的モデルで最

適汚染制御が分析された*8。理論的研究の中にはじめて被害者による防御的措置を位置付

けた Coase (1960)やMishan (1974)に端を発する系譜は、こうした従来の静学、動学双方

の汚染制御理論が依拠するピグー税理論に新たな視点を提供し、根本的な修正を迫る論文

の系譜であると考えられる。

以上のように、環境経済学の排出削減の系譜に防御的措置が組み入れられるという流れ

*7 その他にも、防御的措置に関する分析はいくつかある。Shogren and Crocker (1991)は、煙突を高くして
地域の大気汚染を少なくする防御的措置を取ると、他の地域に汚染が移動し外部不経済が生じる点を考察
し、非協力と協力のそれぞれの場合における防御的措置のナッシュ均衡解の水準を比較した。Antoci et
al. (2005)では、財としての環境と消費財の代替関係に注目し、防御的支出と経済成長を関連付けて論じ
ている。ただし、これらの分析では汚染削減が考慮されておらず、防御的措置にのみ焦点があてられてい
る。

*8 Ko (1992)では、蓄積汚染を唯一の状態変数として外部性と捉えそれを是正するピグー税の最適経路を導
出している。Ploeget al. (1992)は、汚染排出に課税をしクリーン技術開発投資に補助金を与えることで
社会的最適を達成できることを示した。Dockner (1993)では蓄積汚染という一つの状態変数を用い、かつ
2国間の排出戦略を動学ゲームの枠組みで分析している。Uzawa (2003)は各国の所得に比例させる課税
方式によって競争均衡配分をパレート効率配分に導くことができることを証明した。
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に類似して、気候変動政策に関する経済学的研究においても、緩和策の系譜に適応策が導

入されてきた。本論文では、緩和策と適応策の関わり合いを、国際的文脈に位置づけて考

察することを目的とする。
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第 2章

「共通だが差異のある責任」の再構
成：温室効果ガスと脆弱性の二重性

2.1 序論

「共通だが差異のある責任」は、国連気候変動枠組条約（UNFCCC）の衡平性に関する

中心的な原則であり、これに基づいて附属書 I 国（先進国）と非附属書 I 国（途上国）の

温室効果ガス (GHG)削減目標には差異が認められている*1。「共通だが差異のある責任」

原則は、本来国際法において法的拘束力を有しないにも関わらず、国際条約において採用

される負担配分の規範となってきた (Halvorssen, 2007, p254)*2。ゆえに、2013年以降の

将来枠組みにおいても「共通だが差異のある責任」原則の影響が及ぶものと考えられ、気

候変動緩和策と適応策に関する協調体制の構築に際してその原則の果たす役割を無視する

ことはできない。

「差異」という用語が、「共通だが差異のある責任」原則の解釈が多様化する根拠で

ある。それに従って、どのように GHGの排出権を配分するかという問題に関して多種

多様な負担配分ルールが様々な学者から提案されてきた (例えば、Bertram, 1996; Gupta

and Bhandari, 1999; Criquiet al., 2003; Den Elzenet al., 2004; Den Elzenet al., 2005; Den

Elzen and Lucas, 2005; Den Elzen and Meinshausen, 2006; Den Elzen and H¨ohne, 2008;

*1 1992年、ブラジル・リオデジャネイロにおいて開催された国連環境開発会議（通称地球サミット）で
採択された「環境と開発に関するリオデジャネイロ宣言」(以下リオ宣言) の第 7原則は「地球環境の
悪化への異なった寄与という観点から、各国は共通のしかし差異のある責任を有する。」と規定してい
る。原文は国連環境計画 (UNEP)ホームページ (http://www.unep.org/Documents.Multilingual/
Default.asp?documentid=78&articleid=1163) を、邦訳は環境省ホームページ (http://www.env.
go.jp/council/21kankyo-k/y210-02/ref_05_1.pdf)を参照されたい。

*2 例えば、UNFCCC第 3条は「共通だが差異のある責任」原則が基本理念として用いられることを定めて
いる。1997年、UNFCCC第 3回締約国会議において定められた京都議定書第 3条では、この原則に基づ
き附属書 I 国（先進国）からの排出量を 1990年比で少なくとも 5%削減することを規定されている。京
都議定書において非附属書 I 国（途上国）には排出削減義務が与えられていないことも「共通だが差異の
ある責任」原則による。京都議定書第 10条に「すべての締約国は、それぞれ共通に有しているが差異の
ある責任並びに各国及び地域に特有の開発の優先順位、目的及び事情を考慮し、附属書 I に掲げる締約国
以外の締約国に新たな約束を導入することなく…」とある通りである。
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Hamasaki and Saijo, 2011)。たしかに多彩な負担配分ルールが存在しているが、共通性も

見られる。それは、2013年以降の将来枠組みにおいて発展途上国に対してより多くの排

出権を割り当てるという点である。その根拠となるのは、先進国の方が発展途上国よりも

経済的に豊かであるのであるから前者は後者より大きな責任を有している、という論理で

ある (Perssonet al., 2006)。

リオ宣言は、差異化の基準となる諸概念、すなわち衡平性の基準を提示している。第 6

原則では「必要（needs）」を、第 7原則では環境問題への「寄与（contribution）」と「支

払能力（capacity to pay）」*3を明示している。しかしながら、これらの 3つの概念は、1

つの主要な概念に引きつけて解釈されてきた (Shue, 1999; Den Elzenet al., 2004; Stone,

2004)。すなわち、支払能力である。寄与と支払能力に関して言えば、1人当たり CO2排

出量と 1人当たり GDPの間に正の相関が見られることから、寄与と支払能力はほぼ同一

の概念であると捉えられてきた。必要も支払能力の欠如という具合いに、支払能力に吸収

されほぼ同一の概念として解釈されてきた。その結果、現在までのところ「共通だが差異

のある責任」原則は、本質的には支払能力という唯一の概念に依拠して解釈されている。

この背景が、気候変動問題が富裕層と貧困層の二重構造（貧富構造）に結び付けて議論さ

れる理由の 1つである。

貧富構造、ないしは支払能力の概念に関する負担配分ルールの代表例として、「歴史的

責任（historical responsibility）」と「1人当たりの平等（equal per capita basis）」が挙げら

れる (Neumayer, 2000)。例えば、歴史的責任の配分ルールによれば、米国は 1850～2002

年の化石燃料の燃焼とセメント製造による累積 CO2排出量の 29.3%の責任を有し、以下

ロシア 8.1%、中国 7.6%、ドイツ 7.3%、英国 6.3%、日本 4.1%、フランス 2.9%、インド

2.2%と続く (Baumertet al., 2005)。一方で、1人当たり平等の配分ルールによると、中国

の責任は米国のそれのおよそ 4分の 1、インドに至っては米国の 10分の 1の責任しか有

していないことが示される (WRI, 2010)。こうした数値は、各国の排出量に不均一性があ

り、その原因が往々にして富の偏在にあることを強調するのに十分である。所得に比例し

てより大きな責任が課せられるという意味において、これらの代表的な負担配分ルールは

最も衡平であると示唆されるのである。

しかしながら、以上の議論が気候変動緩和策に強く依拠したものであることと、支払

能力の概念―これがより本質的であるのだが―に依存するものであることを見逃しては

ならない。緩和策が気候変動に対峙する唯一の方法であると仮定する限り、GHG排出量

が気候変動による被害の責任の程度を決定すると考えるのは自然であろう。しかし、気

候変動の被害は当該システムの適応策、より広い概念としては「脆弱性」にも依存して

*3 第 7原則では technologies and financial resourcesという用語があてられているが、多くの学者に共通する
用語である capacityを採用する。
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決定する (McCarthyet al., 2001; Mimura, 2006)。最も重要なのは、脆弱性は人間の介入

によって制御できない「構造的障害 (structural hadicaps)」を内包しているという点であ

る (Guillaumont, 2009)。それは気象、地質、地理、経済的要因に分けられる (Prattet al.,

2004)。加えて、脆弱性は貧困とも関連をもち、脆弱性が適切に対処されなければ貧困も

解決しないと考えられている (Naudé et al., 2009)。特に発展途上国において深刻な貧困問

題は、脆弱性と関連性を有する多次元的現象と考えられている。

本章は、現行の「共通だが差異のある責任」原則が、主に貧富の差、ないしは支払能力

の有無に基づく 1次元構造で解釈されているという認識の下、それに脆弱性を組み入れる

可能性を検討することを目的としている。責任の程度を計算するにあたって脆弱性という

多次元の概念を考慮に入れることで、導出された責任はより頑健で信頼性の高いものとな

る。それによって、発展途上国であれ先進国であれ、より多くの国にとって受容可能性が

高まるものと期待される。CO2排出量と脆弱性の間の重みづけを変化させることで現行

の「共通だが差異のある責任」原則を相対化することももう 1つの狙いである。本章の分

析は、GHG排出量の配分ルールや適応関連基金の分配ルールを提示することを目的とは

しておらず、緩和策と適応策の両面を考慮しつつ、各国の責任概念を再構成することを試

みるものである。

主な分析結果は、次の通りである。第 1に、基本的に責任は排出量によって決定するが、

各国の責任はその国の脆弱性の程度によって増加または減少する。脆弱性は気候変動被害

に対する人間・自然システムの「弱さ」であると解釈できることから、本章で提示される

脆弱性を内包した「共通だが差異のある責任」原則により、温暖化の原因である GHG排

出量をもとに他国の「過失」を糾弾し合うだけでなく、「弱さ」を考慮に入れ責任の程度を

調整することが可能となることが示される。第 2に、本章が示す「共通だが差異のある責

任」原則の下では、中国やインドのように GHG排出量の多い途上国と言えど、ある程度

脆弱性が高いために責任が軽減される。しかしながら、「1人当たりの平等」が導く責任よ

りは高い水準となる。この意味で、本章で提示される新しい「共通だが差異のある責任」

原則は成長著しい途上国（advanced developing countries）に対して、過度に寛容であるわ

けではない。第 3に、重みづけを変化させることで 1人当たり排出量の感応度が高い（人

口の高い国の責任を著しく低下させる）ことが明らかになる。ゆえに、脆弱性を考慮に入

れた「共通だが差異のある責任」原則は従来の責任原則よりも頑強であると考えられる。

本章の構成として、まず第 2節で、脆弱性の定義とともに緩和策と適応策が提示され

る。続いて、第 3節では、法的根拠に基づいて現行の「共通だが差異のある責任」原則

を再構成ないしは再解釈することの可能性が検討される。第 4節において脆弱性を入れ

た「共通だが差異のある責任」の数値例が示される。第 5節で結論が述べられ、最終節は

「共通だが差異のある責任」の具体的計算方法のためにあてられる。
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2.2 脆弱性と緩和策・適応策

2.2.1 脆弱性の定義

気候変動被害は、人間システムの気候災害に対する脆弱性と密接に結びついている。

一般的に、脆弱性は被害の受けやすさ、または被害を受ける傾向のことを指す (Prattet

al., 2004)*4。気候変動に関する政府間パネル (Intergovernmental Panel on Climate Change:

IPCC)は脆弱性を、自然・社会システムが長期的な気候変動に感受的な程度と定義して

いる (McCarthyet al., 2001)。より具体的には、脆弱性は当該システムの「外力の大きさ

（Climate Stimuliまたは External Forces）」に対する感応性、システムの「適応力」（Adaptive

Capacityまたは Resilience）、気候災害に対する「感受性（Susceptibility/ Exposure）」の程

度という 3つの変数の関数であると考えられている (Mimura, 2006)*5。Mimura（2006）

は脆弱性の関数を次のように特定化している。

脆弱性 =
外力の大きさ
適応力−感受性 . (2.1)

この方程式は、外力、感受性の程度が高い時、あるいは適応力が低い時、脆弱性が増加す

ることを示している。具体的に、外力の大きさは旱魃、洪水、集中豪雨、サイクロンの

ような気候変動の強度を、感受性は山間部や海岸部というように地理的な条件や当該地

域に特殊な条件を意味する。適応力は「抵抗力（Resilience）」と類似の概念であり、外的

ショック、損害から早期に回復する能力である (Prattet al., 2004)。外力の大きさや感受

性は自然条件に依存する程度が強く人間の努力では変更不可能であることが多いのに対し

て、適応力は政策介入によって制御可能である。

気候の外力の大きさと感受性とは対照的に、適応力には多種多様な定義が与えられてき

た。例えば、適応力には、富・技術・教育・情報・技能・インフラ・資源へのアクセス・管

理能力等が含まれる (Haddad, 2005)。適応力は、本質的には経済・政治・社会要因のこと

であって自然要因ではない。Adger (2005, p.76)は、「適応と適応能力に影響する多様な要

素は、地理的条件だけではなく社会、政治的状況や誘因に依存している」と述べている。

以上のように、これらの 3つの要素が脆弱性を規定している。

*4 脆弱性の意味内容は文脈に応じて異なるため、様々な学界が脆弱性という用語に独自の説明を与えてき
た。Füssel (2007)は、脆弱性の基本的な構成要素を「システム」「問題の性質」「災害（危険）」「時間（期
間）」の 4種類に分類し、一般的に適用可能な脆弱性の概念上の枠組みと用語について詳細な議論を展開
している。一般的に言って、脆弱性は気候変動の「被害」や「影響」よりも広範な概念であり、当該コミュ
ニティが環境変化に適応する程度を決定する非気候要因や社会経済要因を含む (Füssel and Klein, 2006,
p.317)。

*5「適応力」は、慣行や過程、構造の調整によって所与の気候変動によってもたらされる潜在的影響を軽減
する、または利用することができる程度と定義されている (McCarthyet al., 2001)。
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2.2.2 貧困と脆弱性の多次元性

脆弱性は、その多次元性ゆえに貧困とも密接に関連している (Secretariat of the Conven-

tion on Biological Diversity, 2010)*6。開発学の進展に伴い、脆弱性が解明されない限り貧

困問題の解決はないと広く認識されるに至っている。従来貧困は統計的に所得や資源の欠

乏と把握されてきたが、現在は多次元で、かつ動学的な概念と考えられている (Naudé et

al., 2009).「共通だが差異のある責任」原則を再構築するためには、脆弱性と貧困に共通

するこの性質を理解することが必要不可欠である (第 2.3.2項の議論を参照されたい)。

気候変動は当該主体にとってのリスクとも考えられる*7。それゆえ、気候変動の対処は

貧困撲滅のために必須である (World Bank, 2003; World Bank, 2008)。コミュニティの適

応力を増進させることによって脆弱性を低減させることができ、結果として貧困削減の相

乗効果が発生する。適応力と正の関係を有する適応策に加えて、緩和策も脆弱性の概念の

部分集合を形成しており両者は関連を有している。このようにして、脆弱性を中心に緩和

策と適応策という気候変動政策が開発政策と結びつきを有するという結果が導かれる。

2.2.3 脆弱性概念における緩和策と適応策の統合

気候変動政策は緩和策と適応策に分類される。緩和策は、GHG排出の削減と吸収に

よって地球の気候変動を抑制する対策の総称である。GHG排出の削減には、エネルギー

供給サイドと需要サイドの効率向上とエネルギー転換（化石燃料を再生可能エネルギー等

の非化石エネルギー代替すること）が含まれる。GHGの吸収の具体例は植林や再植林、

森林管理による生態系の炭素吸収力増加や炭素固定・貯留等である (Tamura and Mimura,

2011)。適応策は、脆弱なシステムに及ぶ不可避な気候変動被害を低減する種々の対策の

総称である (Füssel and Klein, 2006)*8。効率的な灌漑設備の導入、橋梁の高架化、（遺伝子

工学による）品種改良等の具体例が挙げられる。こうした対策の中には、「持続可能な開

発に資する便益」を有するものもある (Schneider and Lane, 2006, p.46)。その性質上、適

応策は地域毎に異なることも重要である。

*6 生物多様性条約事務局（The Secretariat of the Convention on Biological Diversity, 2010, p.14）は貧困を
「選択の自由の欠如や社会的不平等のみならず物的剥奪、その他の基本的ニーズ（教育、健康、栄養、食
料）へのアクセスの断絶、政治的自治と権限の欠如を含む多次元性を有する」現象と定義し、貧困の発生
頻度、強度、不均質性（富裕層と貧困層の所得分布）、一過性（短期か長期か）、地理的範囲に応じて貧困
を区別している。

*7 開発政策の視点では、気候変動は外的リスクであり貧困撲滅の目標にとって主要な障害であると考えられ
ている。Gallopin (2006, p.294)は脆弱性をリスクと捉え、「システムを侵害する摂動 (perturbations)」と
述べている。一方で、Brookset al. (2005)は脆弱性とリスクを結びつけ” risk = hazard× vulnerability”と
定義し、気候関連災害による死亡者数を気候リスクの近似値と考えている。Brookset al.の脆弱性に関す
る概念化は UNDHA(1992)に準拠している。

*8 適応策はしばしば事前的・事後的適応、計画的・自発的適応に分類される (Smith, 1997; Tolet al., 1998;
Fankhauseret al., 1999; Lecocq and Shalizi, 2007)。Klein et al. (2005)では、多岐にわたる適応技術が紹
介されている。
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緩和策と適応策の特性に関して、次のように記述することも可能である。すなわち、緩

和策は「環境」に影響を与える対策であるのに対して、適応策は「人間」（あるいは、より

一般的に動植物の「生命」）に影響を及ぼす対策である、という分類法である。緩和策も大

気および気候を通じて人間システムに影響するものと言いうるが、そうした影響は間接的

なものである。対照的に、適応策は人間システムに直接的に影響をもたらす。Dow et al.

(2006)は適応策の選択には、リスクや脆弱性を低下させるという効果と人権や福利を下支

えする倫理的配慮が含まれるとしている。さらに、「貧困層が地球規模の (環境)変異に適

応するには、貧困国にではなく貧困な人々に焦点を当てることが決定的に重要である」と

著者は提起する (Dow et al., 2006, p.94)。言い換えると、適応策は環境政策であるだけで

なく、人間の福利厚生を高める開発政策としての性質をもつのである。

既述の通り、緩和策と適応策は脆弱性概念の中で相互に関連している。理論的には、緩

和策は外力の大きさに負の影響を及ぼし、適応策は適応力と正の相関を有する*9。特に、

「適応力の増進は脆弱性を低減させるのに決定的な役割を果たす」(Yohe, 2001, p.252)。以

上のように、異なる対策ではあるが、脆弱性およびそれに規定される被害を低減するとい

う点で、緩和策と適応策は共通の役割を有している*10。

2.2.4 経済モデルにおける緩和策と適応策

経済学では、「脆弱性」ではなく「被害」の関数が用いられる。緩和策と適応策はそれぞ

れ経済主体の被害費用を低下させるという仮定が置かれる。この想定の下、様々な文脈に

おいて緩和策と適応策の関連性が分析されてきた (Kane and Shogren, 2000; Inghamet al.,

2005; Inghamet al., 2007; Lecocq and Shalizi, 2007; Buob and Stephan, 2008; Agrawalaet

al., 2009; De Bruinet al., 2009; Buob and Stephan, 2011, Onuma and Arino, 2011)。主要な

結論の 1つは、生産関数や被害関数を通じて関連づけられる緩和策と適応策が互いに代替

的か補完的かというものである。Inghamet al. (2005)は、緩和策と適応策の代替性と補完

性について包括的に整理し、適応費用が緩和（排出削減）量に依存する場合を除いて両者

は代替的な対策であると結論づけている。換言すると、GHGの削減とそれに応じた気温

上昇幅の縮減に伴い適応の限界効果が増加するという状況では、緩和策と適応策は補完的

*9 適応力は気候変動政策によってではなくより広範な経済開発政策に基づいて決定することに言及すること
は重要である。この意味で、適応策自体は適応力を制御するのに十分ではない。しかしながら、適応策は
土地利用や水管理計画の変更のような方策を想定すれば部分的には感受性に正の影響をもたらすことが可
能である。こうした対策は降雨パターンの変化や温暖化に対するシステムの接触のあり方を変更するため
である。

*10脆弱性の概念は気候変動政策において考案したものではなく、開発学や防災管理の研究において提起され
たものである (例えば、UNHDA(1992)を参照)。この事実は、脆弱性の概念は制御不可能な自然要因と考
えられてきたことを物語る。実際に、Prattet al. (2004)は気候変動の多くは人間の介入によっては制御
不能と考えている。ゆえに、防災管理における脆弱性研究とは異なり、気候変動関連の脆弱性研究では、
GHGの緩和策と適応力を向上させる開発政策によって脆弱性を制御することが可能であるという前提が
置かれていることが重要である。
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となる。両者の相互関係に関する一連の研究は、「過去の排出による不可避な温暖化影響

に対応するために適応策は必須である」という IPCCの見解や、適応策の価値が排出経路

とそれに基づく気候変化等の緩和水準に依存するという Kane and Yohe (2000)の議論に

理論的基礎づけを与えるものである。

先行研究の中には、国際的な所得格差を明示的に取り扱ったものもある。Buob and

Stephan (2008)と Onuma and Arino (2011)は南北*11経済モデルを用いており、前者は発

展途上国が先進国から適応策の財政的支援を受けると想定し、後者は発展途上国が自国

の気候変動適応策に関する財政制約に直面していると想定している。Buob and Stephan

(2011)は、南北の 2国モデルを複数国モデルに拡張し、所得と環境質の差異を認めた上で

緩和策と適応策の相互関係を検証している。これらのモデルに共通しているのは、世界経

済の不均一な経済構造を考慮している点である。

2.2.5 衡平性の代表的基準：緩和能力

緩和策と適応策の統合に向けた理論的関心の高まりとは裏腹に、国際的な気候変動政策

は緩和策を偏重してきた。主に、GHG排出削減のための負担配分ルールに関する先行研

究にその傾向は顕著に表れている (Bertram, 1996; Gupta and Bhandari, 1999; Criquiet al.,

2003; Den Elzenet al., 2004; Den Elzen and Hddotohne, 2008)。この事実が暗に示してい

るのは、2013年以降の国際枠組みに関する議論が、京都議定書形式の絶対値目標に基づ

いた GHG排出枠の割り当てのみを主要な関心事としてきたということである*12。

負担配分、つまり GHG排出量の割り当てはまさしく衡平性の問題であり、UNFCCC

における「共通だが差異のある責任」原則の基本理念に関わるものである。この原則があ

るために、京都議定書では途上国に排出削減義務を要求していない。途上国にも排出削減

義務が課せられることが採択された 2013年以降の負担配分ルールの衡平性に関する配慮

は主に次の 2点に集約されると考えられている。第 1に、発展途上国にはより多くの排出

枠が割り当てられるということ、第 2に、発展途上国は排出削減枠組みに参加するタイミ

ングを遅らせることができるということである*13。しかしながら、衡平性とは何か、なぜ

衡平性が重要なのか、という問いは依然として未解答のままである。

Banuri and Spanger-Siegfried（2002）によれば、国際的な気候変動政策における衡平性

*11 GDP規模や経済成長率の観点についての発展途上国の多様性を考慮すると、単純に南北に切り分けるこ
とはできない。このことは、中国やインド、ブラジル等の高成長を続ける途上国を想定すれば明白な事実
である。しかし、UNFCCCにおいて、附属書 I 国（先進国）と非附属書 I 国（途上国）の分類に基づいて
世界を 2地域に分割している事実は、南北モデルを使用する 1つの根拠となっている。

*12 Adgeret al. (2006, p.2)は、「大半の議論が適応策ではなく、緩和策（すなわち、GHGの排出権の割り当
て）の公平性 (fairness)について取り扱ってきた」と述べている。

*13例えば、Berk and Den Elzen (2001)、Den Elzenet al. (2004)、 Den Elzenet al. (2005)、 Den Elzen and
Lucas (2005)、Höhneet al. (2005)らは、GHG排出制御のための枠組みに途上国が参加するタイミング
を、国毎に変化させるという仕組みを提示している。
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の基準として、支払能力、制度・技術的能力、責任、脆弱性、所得と開発ニーズが挙げら

れ、候補となる基準は多岐にわたっている。Bodansky（2003）が、衡平性は、性質上参加

国の状況に基づいて決まる「相対的」なものであると考えていることからして、多様な基

準が提示されることには一定の根拠があるように見える。

しかしながら、とりわけ気候変動政策の文脈では、これらの基準はとりわけ支払能力や

所得・開発ニーズの観点に引きつけられて解釈されてきた。国際環境条約において支払能

力が重要である主な理由の 1つは、排出削減目標が「開発目標と両立困難」であるためで

ある (Bodansky, 2003, p.14)。排出原単位 (排出量／ GDP)が一定である限り、絶対値の排

出削減目標を背負うことは正の経済成長が実現不可能となることを意味する。言い換える

と、環境保護が経済成長と抵触することから、南北両国が同程度の排出削減義務を負う限

り、南北間の所得の不平等は解消されないばかりか拡大してしまう可能性もある。このよ

うに、衡平性に関する定義は複数あるものの、国際的な気候変動政策の衡平性の論議は、

本質的には発展途上国の開発ニーズや国際的な所得格差に対する配慮をいかに払うかとい

う問題と密接に結びついている。

所得格差是正の観点から衡平性が高いと考えられている代表的な配分ルールには、1)歴

史的責任と 2)1人当たりの平等がある。歴史的責任の理念は、歴史的な GHG排出水準の

高い国に割り当てられる排出権は少なくなるというものである。1人当たりの平等は平等

主義 (egalitarianism)を背景にもつ考えであり、「排出による便益を得る等しい機会をあら

ゆる人間に付与する」ために GHGを割り当てることを目的としている (Neumayer, 2000,

p.188)。

歴史的責任を用いようと 1人当たりの平等を用いようと、中心的課題は開発問題であ

り、どちらの根拠も貧富構造に収束する。第 1に、歴史的責任について、Neumayer (2000,

p.189)は「膨大な排出により先進国は便益を得てきた」と述べ、GHG排出の増加により

GDPを増加させてきたことを示唆している*14。ゆえに、歴史的責任に基づく配分ルール

は、大気に放出してきた GHG排出量に照らして、先進国により多くの責任を要求する。

歴史的責任配分ルールは、国の経済成長の長期的な歴史的経路を考慮する場合に強力なも

のとなる。第 2に、1人当たりの平等（平等主義原理）は、1人当たり GHG排出量の程度

に著しい差異があることを根本理由としている (Meyer, 2000)。1人当たり GHGと 1人

当たり GDPの間に強い相関が確認されるために、この配分ルールも、先進国と途上国の

所得格差を補正する配慮を有していると解釈できる。

以上のように、GHG緩和策の衡平性は、費用負担能力という概念を唯一の立脚点とし

てきた。Yohe (2001)は、適応力（adaptive capacity）の対概念として、緩和策に関する支

*14 1人当たり GHGと 1人当たり GDPの間の相関は、例えば、Torvangeret al. (2005, p.5-6)に図示されて
いる。Neumayer (2002)は 1人当たりと 1人当たり GDPの間に正の相関があるという推定結果を示して
いる。
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払能力を「緩和能力（mitigative capacity）」と定義している。

2.2.6 緩和能力から脆弱性へ

ところが、緩和策を偏重した議論は、緩和策の負担配分（GHG排出割り当て）の枠組

みの内部で衡平性の問題を解決可能であるという暗黙の期待に根ざしている。つまり、適

応力を捨象し、「緩和能力」を絶対視していることになる。

この事実は、負担配分計算モデルにおいて最も顕著である (例えば、Criqui et al., 2003;

Den Elzenet al., 2005; Den Elzen and Lucas, 2005; Den Elzen and Meinshausen, 2006; Den

Elzen and H¨ohne, 2008)。GHG排出の割り当て方法は次の通りである。第 1に、気温上

昇（例えば、産業革命以前の水準から摂氏 2度上昇以内）、あるいは大気中の GHG濃度

等の世界全体の環境目標が定められる。第 2に、世界全体の GHG排出枠をもとに、それ

を分割して各国に割り当てる。環境目標が固定されているため、途上国は最終的には拘束

力のある排出削減枠組みの目標を受容しなければならない。各国の緩和費用は、基本的に

は自国のベースラインシナリオ（経済成長率、人口成長率、技術進歩等を参照して作成さ

れる）に照らした緩和目標の厳しさと配分ルール（例えば、歴史的責任や 1人当たりの平

等）に依存する。したがって、所与の緩和目標を達成するためには、配分ルールを変更す

ることで途上国に十分な排出権を供給し、途上国が国際排出権取引によって十分な収入を

得られるようにするより他に衡平性を満たす方法はない (Perssonet al., 2006)*15。途上国

に寛大な割り当て手法が採用される理由は、途上国においては緩和能力が欠如しているた

めである*16。言い換えると、負担配分ルールにおける衡平性の基準は、結局のところ支払

能力の議論に収束することになる。

しかしながら、仮に（1人当たり）所得の不足を理由に途上国にとって寛大な割り当て

がなされる、あるいは削減義務の履行までに猶予期間が与えられるとしても、貧困や気候

変動適応策の多次元性を考慮に入れると、支払能力の 1点で衡平性を論じるあり方は不十

分であるように見える。単線的な論理展開がなされてきた理由として、次の 2点が考えら

れる。第 1の理由は、議論の焦点が緩和策のみであったことにより衡平性の概念が緩和策

に張りついてきたためであり、第 2の理由は衡平性の満たす基準が所得ないしは支払能力

の 1点に置かれてきたためである。第 1の理由は、緩和策に関する配分ルールの計算か

ら適応策の概念および配慮が完全に除外されていることを意味する。Perssonet al. (2006)

*15適応策を導入することで被害額を低減させることができるため緩和目標を弱める余地が生まれる。このよ
うに、適応策が緩和策に対して代替的な場合には適応策によって温暖化が若干なりとも進行する可能性が
あることには留意が必要である。しかしながら、緩和水準が低下したとしても、適応策の便益が及ぶ人
間・自然システムの厚生は保たれる点にも同様の注意が払われなければならない。Hof et al. (2010)は、
緩和策の負担配分ルールに先進国、途上国お両国による適応策を組み込んだモデルを他に先駆けて提示し
ている。しかしながら、彼らのモデルでは各地域において緩和策と適応策が別々に決定されると仮定して
いるため、意志決定において緩和策と適応策に代替性が生じていない。

*16開発ニーズが高いために緩和策の機会費用が高いと表現することもできる。
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は「気候変動に関する国際交渉の最も難解な問題の 1つは、どのように途上国に排出削

減をさせるかである」と述べているが、「気候変動によって剥奪される人間の尊厳と基本

的人権が保護されなければならない」ことを念頭に置くことも必要不可欠である (Warner

et al., 2009)*17。それゆえ、「共通だが差異のある責任」原則を再構築する上で、被害を受

ける人間システムへの配慮とその配慮に根ざす適応策の存在を欠くことはできない。既述

の第 2の理由とも連動して、富と同義で取り扱われることが多い緩和能力の概念は、第

2.2.1項で論じられた適応力や脆弱性のような多次元的な要素を内包できるように拡張お

よび再構成される必要がある。なぜなら、現在の国際的な所得格差は単に社会・経済的要

因によって生じたものではなく、自然要因によって生じた側面を無視できないためである

(例えば、Yohe, 2001; Prattet al., 2004; Guillaumont, 2009)。Yohe (2001, p.251)は、「地域

や国、そして社会経済集団毎に適応力は著しく異なる」と述べつつ、さらに自然要因の存

在を示唆している。以上のように、緩和策のみならず適応策も包摂できる容量をもつ新た

な衡平性の概念が必須と言える*18。

図 2.1新旧の「共通だが差異のある責任」原則の対象領域

次節において、従来緩和策の観点で論じられてきた「共通だが差異のある責任」原則を

再考する基準として「脆弱性」を導入する。脆弱性の概念は、既存の「共通だが差異のあ

*17 Adgeret al. (2006)と Adgeret al. (2009)は、気候変動に対する脆弱層の福利厚生に視点を置いて適応策
を論じている。

*18適応策と脆弱性の概念は相互に結びついている（第 2.2.1項参照）ため、両者はしばしば同時に言及され
る。Füssel and Klein (2006, p.304)は「気候変動適応策への関心が高まっていることは、気候変動関連の
脆弱性評価に関する理論と実践の進展に如実に現れている」としている。

Arino Hiroko
スタンプ
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る責任」原則における衡平性の概念を拡張し、緩和策と適応策を考慮することを可能と

する。図 2.1は新旧の「共通だが差異のある責任」原則の該当領域を示している。現行の

「共通だが差異のある責任」原則は、領域 I を占めるのに対して、新規の「共通だが差異

のある責任」原則は領域 I から V を占める。この新たな「共通だが差異のある責任」原則

が、気候変動政策の長年にわたる論議に新しい視点を提供することが期待される。

2.3 脆弱性による「共通だが差異のある責任」の再構成

2.3.1 法的根拠

第 2.2節で論じられたように、これまで支払能力が GHG排出削減の衡平な負担配分の

基準とされてきた。加えて、支払能力は主に緩和策の観点から論じられてきた。このよう

な議論からは適応策だけでなく脆弱性の概念が除外されている。気候変動被害が緩和策と

適応策双方からなる関数であることを考慮に入れると、現行の「共通だが差異のある責

任」原則に脆弱性を加味する可能性を検証することが必要であると考えられる。しかしな

がら、責任原則に脆弱性を含めるという発想が十分な法的根拠に立脚するものであるかと

いう問いに妥当な解答が与えられなければならない。

リオ宣言の第 6、第 7原則と UNFCCC第 3条 1項において「共通だが差異のある責任」

が規定されている。リオ宣言は UNFCCCに先行して採択されより根本的な理念を提示し

ているため、以下ではリオ宣言の法的根拠について検証する。これまで、リオ宣言の「共

通だが差異のある責任」原則を支える基準は主に「必要」「寄与」「支払能力」の 3つであ

ると考えられてきた*19。第 6原則において「必要」が規定され、第 7原則において「寄

与」と「支払能力」が規定されている。第 6原則には「共通だが差異のある責任」という

文言は見られないが、第 7原則と連動して「共通だが差異のある責任」原則の理念を形成

していると考えられている（Stone, 2004）。第 6、第 7原則は下記のように規定されてい

る*20。

(第 6原則)開発途上国、特に最貧国及び環境の影響を最も受け易い (most environ-

mentally vulnerable)国の特別な状況及び必要性 (needs)に対して、特別の優先度が

与えられなければならない。環境と開発における国際的行動は、全ての国の利益と

必要性にも取り組むべきである。

*19リオ宣言第 7原則は「支払能力（capacity）」の代わりに「技術および財政資源（technological and financial
resources）」という言葉を用い、環境問題への「寄与（contributions）」だけでなく環境に対する「圧力
（pressures）」という文言を用いている。本章では、Shue (1999)や Den Elzenet al. (2004)らの研究と対比
可能にするために「寄与」「支払能力」「必要」という言い回しを採用する。

*20原文は国連環境計画（UNEP）ホームページ（http://www.unep.org/Documents.Multilingual/
Default.asp?documentid=78&articleid=1163）を参照を、邦訳は環境省ホームページ (http://www.
env.go.jp/council/21kankyo-k/y210-02/ref_05_1.pdf)を参照されたい。
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(第 7原則)各国は、地球の生態系の健全性及び完全性を、保全、保護及び修復する

グローバル・パートナーシップの精神に則り、協力しなければならない。地球環境

の悪化への異なった寄与 (contributions)という観点から、各国は共通のしかし差異

のある責任 (common but differentiated responsibilities) を有する。先進諸国は、彼

等の社会が地球環境へかけている圧力 (pressures) 及び彼等の支配している技術及

び財源 (technologies and financial resources)の観点から、持続可能な開発の国際的

な追及において有している義務を認識する。

上述の 2原則には少なくとも「必要」「寄与」「支払能力」の 3つの基準が示されているが、

それらは互いに独立しているわけではなく（互いに相関が見られ）、緩和策に関する支払能

力と同一視されてきた。言い換えると、筆者が知る限りにおいてほとんどの学者が上述の

3つの概念を貧富構造の観点で解釈している。「寄与」と「支払能力」の間に見られる正の

相関は一般的に認知されている (例えば、Baer, 2006, p.132; Banuriet al., 2002; Neumayer,

2002; Torvangeret al., 2005, p.5-6)。さらに、「必要」と「支払能力」についても、負の相

関が暗黙に想定されている。例えば、Den Elzenet al. (2004)は「支払能力（capability）」

と「必要（基本的ニーズ）」を明示的に区別しておらず、支払能力の欠如を窮乏状態と同義

であると想定している。「共通だが差異のある責任」原則を包括的に論じた Stone (2004,

p.291)は、資源の欠乏や「支払能力」の欠如は「必要」よりも強い倫理的支持を得られる

と主張し、両方の基準を区別してはいる。「通常、何かをより必要とする者はより多くの

支払いをすることが望まれるのであって、それをほとんど必要としない人間から金銭を受

け取ることは望ましくない」と彼は述べ、何かを必要とする主体が資源の欠乏状態にある

貧困者であるならばその限りではないとしている。ところが、「支払能力」は「必要」よ

りも強い概念である*21とするにとどまっており、両者の共通部分と独立部分を明確に示

しているわけではない。

それでは、これまで繰り返し言及してきた「脆弱性」が上述の「共通だが差異のある

責任」原則の 3大基準に加えられる余地はあるのだろうか？まず、「脆弱性」はリオ宣言

第 6原則に「必要」と併記されていることから、法的に衡平性の適格性を有していると考

えられる。実は、意識的であれ無意識的であれ脆弱性に言及する学者は多くいる。だが、

「脆弱性」は「必要」と混同されてきたために、結果的に「支払能力」の概念に吸収され、

同一視されてきた (Baer, 2006, p.132; Stone, 2004; Yohe, 2001)*22。その理由の 1つとし

*21 Shue (1999, p.545)もこの見解を支持している。彼は「それら (「問題への寄与」「支払能力」「最低保証
（必要）」)はすべて事実上同一の結論に収束する。すなわち、オゾン層破壊や地球温暖化のような地球環
境問題に関して富裕な工業国、あるいは貧困な非工業国が行う必要があることが何であったとしても、初
期に生じる費用は富裕な工業国によって負担されるべきである」と述べている通りである。

*22 Yohe (2001, p.256)は「気候変動に対して最も脆弱な国は、最も緩和能力が小さい場合がある」と述べる。
彼は脆弱性や貧困の多様性や多次元性を明示的に認識しているものの、脆弱であるほど貧困の度合いも高
まる、すなわち、脆弱であるほど支払能力が低下するという関係を暗黙に仮定している。ゆえに、「脆弱
性」は貧富構造ないしは「支払能力」に収束すると考えられてきたと言える。
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て、気候変動の脆弱評価研究が未発展であったことが考えられる。Stone (2004, p.291)は

「我々はどのように、いつ、どこで気候変動の脅威（乾燥化、寒冷化、砂漠化、感染症等）

が明らかになるかほとんど知見をもちあわせていない。ゆえに、「必要」に関連する衡平

な「共通だが差異のある責任」原則が具体的にどのような対策を要するのかを判断するの

は至難の業である」と述べている*23。要するに、その重要性にも関わらず、結局「脆弱

性」は「支払能力」の概念の中に閉じ込められてきたと言える。次項では、どのように脆

弱性が「共通だが差異のある責任」原則の諸基準に組み込まれるかについて議論する。し

たがって、新たな原則は「支払能力」（および「必要」「寄与」）と「脆弱性」の両輪を形成

することになる。

2.3.2 脆弱性の導入

脆弱性が差異のある責任の基準として適格性を有すると考えられる理由は 2つある。

第 1に、第 2.2節で論じられたように、脆弱性は多次元の概念である。この多次元性ゆ

えに「『支払能力』の欠如や『必要』とは独立な特性」を内包することができる (Paavolaet

al., 2006, p.273)*24。あらゆるシステムが多次元の気候変動リスクに直面しているため、

この特長は重要である。気候変動リスクは、必ずしも所得や資本ストックのような社会・

経済的要因だけと相関しているのではないためである。この性質は、図 2.1上に表現され

ている。新規の「共通だが差異のある責任」原則は支払能力と独立の領域�を包摂してい

る。具体例を上げると、同程度の支払能力を有する 2国のうち、一方の国の脆弱性は高

く、もう一方の国の脆弱性は低いとする。この時、従来は支払能力において同水準である

以上、両国の責任は同一であると判断せざるをえなかったのに対して、脆弱性を含みこむ

責任概念下では前者（脆弱性が高い国）の責任の方が後者（脆弱性が低い国）の責任より

も若干なりとも小さくなるという結論を生じさせることが可能となる。

第 2 に、より本質的には、脆弱性は当該国に制御不可能な「構造的障害（structural

handicaps）」を考慮することができる。前段落で論じられたように、地震や火山の噴火の

ような自然災害、台風・ハリケーン・旱魃・豪雨のような気候変化等、人間介入とは無関

係は要素を脆弱性は含んでいる。そのような要素は、経済政策や開発政策の結果ではない

が、経済成長や国家の繁栄に重大な影響を与える。Guillaumont (2009)は、脆弱性指標は

自然要因を含む外生的ショックを考慮できるため、「長期的」な支援を必要としている国

の判定に貢献できると考えている。このように、外生的かつ外部的要素は、国が長期的に

*23 Stone (2004, p.291)は「脆弱性」を「支払能力」と関連づけ、「一般的に、貧困国は、ほぼあらゆる脅威に
対してより脆弱であり、資産を守り適応するための資源も不足しているということと同様の理由で、往々
にして貧困層は気候変動の広範な脅威に対してより脆弱である」と考察している。

*24定義により脆弱性は適応力を包含しているために、脆弱性を考慮することで、概念上、緩和策に偏ってき
た支払能力に適応策の支払能力を含みこむ、ないしは加えることが可能である。
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置かれている状況を見極める上で、決定的に重要な要素である。ゆえに、気候変動のよう

な長期的な課題における衡平性を考える際に、脆弱性のような外生要因を内包する概念を

参照することが有用であると考えられる*25。

次節において、各国の責任の程度に関する数値計算を提示する。新しい責任概念は、

GHG排出量と脆弱性を内包する*26。脆弱性を加味することで各国の責任の程度を変化さ

せ、従来の GHG排出量（支払能力とほぼ同義）に基づく責任概念を変形させることに

なる。

2.4 脆弱性を含めた「共通だが差異のある責任」の数値例

2.4.1 設定

新たな責任概念を、GHG排出量と脆弱性の関数として定義する。GHG排出量は責任

と正の相関をもち、脆弱性は責任と負の相関をもつものと仮定する。つまり、脆弱性の程

度は国の責任を減ずるものと考えるのである。この仮定は、GHG排出者は加害者である

と同時に被害者でもあるという気候変動影響の物理的特性に依拠している。もし GHG排

出者が純粋に加害者であり被害者が一切 GHGを排出していないのであれば、GHG排出

にのみ基づいて責任を決定することは理にかなっている。このような状況は「汚染者支払

い原則（Polluter Pays Principle: PPP）」が適用される状況に類似している*27。しかしなが

ら、気候変動問題においては、被害を正確に評価する際、GHG排出者は気候変動の被害

者でもある事実が軽視されてはならない。第 2.2節で詳細に論じたように、気候変動の被

害が GHG排出量（および GHG濃度）と当該システムの脆弱性によって生じるという事

実に立脚すれば、これらの 2つの要素が責任概念を形成することは理にかなうと考えら

える。

脆弱性指標として、本研究では南太平洋応用地球科学委員会 (South Pacific Applied

Geoscience Commission: SOPAC)により考案された環境脆弱性指標 (Environmental Vul-

nerability Index: EVI)を使用する。この指標は当該システムの脆弱性を評価するための最

も包括的な取組みである (Guillaumont, 2009)。EVI には、気象、海面温度、地質・地理学

的情報、生物種・生息環境等の幅広い環境要因データが含まれる (Prattet al., 2004)。合計

*25脆弱性が任意のシステムの長期的かつ構造的リスクを考慮できるということは、脆弱性が歴史的、将来的
要素をも考慮できることを意味する。したがって、脆弱性の概念は、GHG排出の配分には歴史的責任が
含まれなければならないという主張にも訴えることが可能であると考えられる。

*26 Hinkel(2011)は国家レベルでの脆弱性を測定する脆弱性指標の限界を述べているが、責任のあり方を再
構成するという目的の下、本研究では Prattet al. (2004)が開発した国レベルの脆弱性指標を援用する。

*27汚染者支払い原則は 1972年に OECDにより提唱された原則で、大気・水・土壌等の環境を汚染した
主体に支払い責任を負わせるものである。Baer(2006)は気候変動問題における「責任」を表現する際、
responsibilityではなく liability という用語をあてている。Baerの強調点は先進国が途上国に対して適応
のための基金を多く拠出する義務があることに置かれており、彼が念頭におく責任概念が排出行動および
支払い義務と密接に関連していることを示唆している。
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で 50項目の EVI 指標があり、気候変動、水、農漁業、人間の健康、砂漠化、自然災害等

の問題群毎に分類されている。EVI 指標の数値範囲は最も脆弱性の低い 1から、最も脆

弱性の高い 7までの 7段階となっている。本研究の分析では、気候変動問題群に属する

13項目の EVI 指標を採用する（詳細な説明については補論を参照されたい。）。脆弱性だ

けではなく、第 2.2節で論じた適応力の代表例として人間開発指標（Human Development

Index: HDI）を、さらに「1人当たりの平等」ルールを再現するために人口を用いる*28。

要するに、脆弱性、適応力、人口の 3種類の指標毎に各国の責任の程度を導出し、従来の

責任と比較衡量する。

本研究では、データの制約により GHG排出量ではなく CO2排出量を用いる。発展途

上国の CO2排出量の伸びが著しいことを考慮に入れて、非附属書 I 国のうち 1990～2009

年の累積 CO2排出量の上位 3国（中国、インド、韓国）を、附属書 I 国内の主要排出国

である米国、EU、カナダ、オーストラリア、ロシア、日本に加える。合計 9国（地域）が

計算に含まれることになる*29。ケース 1では CO2排出量と脆弱性（EVI）、ケース 2で

は CO2排出量と適応力（HDI）、ケース 3では CO2排出量と人口が組み合わされ、それ

ぞれ責任の程度が導出される。ケース 1、2は新しい責任概念であり、ケース 3は伝統的

な 1人当たり排出量に基づく責任概念である。

2.4.2 結果

ケース 1：累積 CO2排出量と脆弱性

図 2.2は CO2排出量と EVI の観点で求めた各国・各地域の責任の程度を表している。

できる限り歴史的排出量の観点も組み入れるために、京都議定書の第 1約束期間の参照年

である 1990年からデータを入手可能な最新年である 2009年までの CO2排出量の合計を

「累積 CO2排出量」として取り扱う。縦軸は、各国・各地域の責任割合をパーセントで表

現し、横軸は責任全体に占める EVI 比率（0から 1の値をとる）を示している。EVI 比率

が 0であれば、EVI は全く考慮されないことになり、CO2排出量のみによって規定され

る従来の責任概念と何の相違もないことになる。一方で、EVI 比率が 1の場合、CO2排

出量は全く考慮されず、脆弱性のみで各国の責任が決定される。ゆえに、最も脆弱な国が

最も小さな責任を有することになり、反対に最も脆弱性が低い国は最も大きな責任を有す

ることになる。

*28温暖化影響総合予測プロジェクトチーム（2008）は、温暖化の沿岸域への影響の測定に際して、日本国内
の都道府県別の適応力の近似値として HDI を用いている。

*29本研究の目的は国家間・地域間の責任の程度を明示的に比較することにあるため、これらの主要排出国
以外の CO2排出量は除外する。本研究で採用した主要排出国の CO2排出量の合計は世界全体のそれの
91.7%を占める。
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図 2.2累積 CO2排出量と脆弱性に基づく国・地域の責任*30

続いて、脆弱性を組み込むことでどのように責任が変化するかを検証する。一般的に、

脆弱性の高い韓国や日本、EU27ヵ国、EU15ヵ国、中国、インド等の責任は、EVI 比率

の上昇に伴って減少する。対照的に、ロシアやオーストラリア、カナダ等の脆弱性の低い

国々の責任は相対的に大きいものとなる。米国は累積 CO2排出量のみの観点では最も責

任が大きいが、EVI 比率が上昇すると米国の責任は減少傾向を見せる。この事実は、米国

はしばしば最大の加害者として取り扱われるが、気候変動に対して一定の脆弱性を有して

いることを示している。すなわち、GHGを排出する以上いかなる排出国も責任を糾弾さ

れるべきではあるものの、気候変動の影響に対する構造的障害ゆえに一定程度の責任が減

免されることが可能となる。

累積 CO2排出量だけで評価すれば、中国の責任は米国と EU27ヵ国に次いで第 3位と

なる。しかし、EVI 比率を 0.5（累積 CO2排出量と脆弱性が均等に重みづけられる点）ま

で上昇させると、中国の責任は減少しロシアの責任と同程度となる。インドの責任も同様

の振るまいを見せる。EU15ヵ国を除いて第 6位から出発し、日本の責任を上回るがオー

ストラリアとカナダの責任と同程度になり、EVI 比率が 0.5の時インドの責任は第 7位と

*30責任は累積 CO2排出量（1990～2009年）と環境脆弱性指標（EVI）の逆数の加重幾何平均と定義する（計
算方法の詳細は補論を参照されたい）。

Arino Hiroko
スタンプ
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なる。脆弱性概念が加味されることで、中国とインドはその多量の CO2排出量にも関わ

らず責任の程度が低減するのである。しかしながら、この事実は中国とインドの責任を

極端に減免することを意味しない点に注意が必要である。ケース 3で示される 1人当た

り CO2排出量における中国とインドの責任よりも十分に高い水準にとどまることになる。

要するに、ケース 1で示される新しい責任概念においては、特にケース 3と比較して明ら

かなように、中国とインドに気候変動問題に関する十分な責任を求める結論を導く。

ケース 2：累積 CO2排出量と適応力

図 2.3の背後の計算方法は、EVI の代わりに HDI を用いたことを除いて、基本的に

図 2.2の背後の計算と同様である。EVI は脆弱性の代表例として使用されたのに対して、

HDI は適応力の代表的指標として用いられる。HDI は人間開発の総合指標であり、健康、

知識、生活水準の 3大要素から成る*31。HDI は適応力の多次元性を完璧な形で表現する

指標であると断定することはできないが、両者には共通部分が認められる（温暖化影響総

合予測プロジェクトチーム、2008）。図 2.3の横軸は累積 CO2排出量に対する HDI 比率

を表し、0と 1の間の値をとる。HDI 比率が 0であれば、HDI は考慮されないことにな

る。もしそれが 1であれば、各国・各地域の責任は適応力のみで規定されることになり、

適応力が最も高い国・地域が最も大きな責任を有し、適応力が最も低い国の責任は最も小

さくなる。

ケース 1との主要な違いに焦点を絞って、図 2.3を解釈する。ケース 2においては、

HDI 比率が 0.5の値をとるまでの間に、各国の責任の順位は大きくは変化しない。この理

由は、HDI では 1人当たり GDPに 3分の 1の重みが与えられており、累積 CO2排出量

と HDI の間に正の相関が存在するためと考えられる。さらに、健康と知識もエネルギー

使用に伴う CO2排出量と相関を有するものと考えらえる。

例外は、中国の状況である。HDI が 0.3に達するや否や、中国の責任は EU15ヵ国のそ

れを下回る。このことから、CO2排出量に基づく中国の責任は EU15ヵ国のそれよりも

大きいが、人間開発（適応力）の程度が考慮されると中国の責任は EU15ヵ国のそれを下

回ることがわかる。HDI 比率が上昇しても、インドの責任が低水準にとどまる点には留意

する必要がある。この事実には、インドの人間開発が依然として他国に比べて遅れている

ことが示されている。

*31 UNDP (2007, p.356)は HDI を「国の人間開発の基本的な 3側面における平均的達成度合いを測る指標」
と定義し、「第 1に、出生児平均余命（平均寿命）で測定される長期的かつ健康的な生活、第 2に、成人識
字率（3分の 2の重みづけ）と初等・中等・高等学校入学率（3分の 1の重みづけ）で表される知識、第 3
に、1人当たり GDP（米ドルの購買力平価）で測定される生活水準が構成要素である」としている。
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図 2.3累積 CO2排出量と適応力に基づく国・地域の責任*32

ケース 3：累積 CO2排出量と人口

最後に、累積 CO2排出量と人口を組み合わせた計算結果を示す。方法は 1人当たり

CO2排出量の考え方とほぼ同一である。しかし、1人当たり排出量という指標は CO2排

出量と人口に全く同等の重みづけをしているという意味で「固定的」である。この点にお

いて、ケース 3における指標とは区別される。ケース 3では、累積 CO2排出量に対する

人口比率を変化させることで、各国・各地域の責任の変化がどのように推移するかを確認

することができる。累積 CO2排出量に対する人口比率が 0.5の時、両者に同等の重みが

与えられるため、1人当たり CO2排出量と同義となる。脆弱性（EVI）を加味したケース

1や適応力（HDI）を加味したケース 2と、ケース 3の結果を比較することで、人口とい

う指標が各国の責任にどのような影響を及ぼすかを明らかにすることができる。

図 2.4によると、相対的に人口の少ないオーストラリア、カナダ、韓国の責任がより大

きくなり、人口の多い国の責任がより小さくなる。例えば、中国の責任は人口比率の上昇

に伴い急激に減少する。インドの責任も非常に低水準で推移する。人口指標が各国・各地

*32責任は累積 CO2排出量（1990～2009年）と人間開発指標（HDI）（1990～2011年の平均値）の加重幾何
平均と定義する（計算方法の詳細は補論を参照されたい）。

Arino Hiroko
スタンプ
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域の責任に及ぼす影響がいかに大きいかが表示されている。

第 2節で議論したように、「1人当たりの平等」配分ルールは 2013年以降の負担配分

ルールに関する文献において高い関心を集めてきた。図 2.4には 1人当たりの平等という

ルールに関する 2つの重要な性質が表れている。第 1に、1人当たり CO2排出量（CO2

／人口）は横軸の 0.5に位置すると考えることができる点である。第 2に、1人当たりの

「平等」が意味するのは、縦軸のいずれかの水準に世界各国の責任を収束させることを意

味する点である。まるで共通だが「差異」ある責任という基本理念に逆行するかのように

して、「平等」を求めるのが 1人当たりの平等配分ルールの根底にある哲学である。これ

らの性質には、1人当たりの平等の考え方は 2つの点で柔軟性に欠ける概念であることが

表れている。国際排出権取引を想定することで、第 2の性質に関する柔軟性を確保するこ

とは可能である (例えば、Den Elzen and Meinshausen, 2006; Meyer, 2000; Perssonet al.,

2006)。しかしながら、人口比率が 0.5に固定される 1人当たり排出量の指標を用いる限

り第 1の柔軟性の欠如を解消することは不可能である*33。

図 2.4累積 CO2排出量と人口に基づく国・地域の責任*34

*33衡平性は参加国の間で決まる「相対的」ないしは「可変的」基準であるという Bodansky(2003)の解釈に
基づけば、固定的な比率以外に選択の余地のないルール（例えば、1人当たりの平等）はより多くの国々
に訴える説得力を有するとは言えないだろう。

*34責任は累積 CO2排出量（1990～2009年）と人口（2010年）の逆数の加重幾何平均と定義する（計算方
法の詳細は補論を参照されたい）。

Arino Hiroko
スタンプ
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図 2.4は、人口が国際的な責任配分に多大な影響を及ぼすことを表している。特に、中

国とインドにおいてその影響は顕著に表れる。EU15ヵ国を除くと、人口比率が 0.3に達

する前に中国の順位は第 3位から第 8位に後退し、インドの順位も第 6位から第 9位に後

退する。この結果は、1人当たり排出量指標の感度が高いことを示している。この感度の

高さは、1人当たり排出量指標が高々 2次元（CO2排出量と人口）の指標であることに起

因する。ケース 1～3の指標の次元を比較すると、ケース 1は 14次元、ケース 2は 4次

元、ケース 3は 2次元と考えることができる*35。ケース 1、2の結論は類似しており、中

国とインドの責任は、最近の急速な経済成長にも関わらず、米国や EU27ヵ国のような先

進国の責任よりも低水準となる。ただし、ケース 3におけるそれほど低水準とはならない

点には注意が必要である。本研究において「1人当たりの平等」指標に疑問が呈されてい

るのは、この指標が特定の国・地域を過度に利するためではなく、この指標では国家の責

任を多次元的かつ多角的に把握することができないためであり、緩和策と適応策の負担配

分に関する論議の方向性を誤らせる可能性があるためである。

さらに、貧困や適応力の多次元性を考慮すると、2次元の指標のみに依拠した議論はや

はり不十分である。単一の概念や基準に立脚する合意は脆く、不安定である。発展途上国

であれ先進国であれ、参加国に地球上の最脆弱層や気候変動によって失われる生命、貧困

に由来する諸々のリスクに対する配慮があるならば、気候変動によって生じる多次元的な

リスクを直視した上で形成される責任を各国が認識することは不可避であろう。先進国の

みならず途上国の多くが脆弱層に関心を向けるならば、脆弱層をはじめ人間システムを取

り巻く自然システムに存する脆弱性や適応力に関する多次元的な指標を採用することは理

にかなった行為であると考えられる。本研究が示すケース 1やケース 2の指標が政治的

な実現可能性を有するかどうかは別として、少なくともケース 3よりも気候変動問題と開

発問題が多元的に交差する「共通だが差異のある責任」を規定するための適格性を有して

いると考えられる。

2.5 結論

本章では、主に 2つの観点で「共通だが差異のある責任」原則の再構成を試みた。

第 1に、本研究は脆弱性を組み込むことで現行の「共通だが差異のある責任」に新たな

視点を提供した。結果的に、「差異」という用語の意味内容と適用範囲が拡張される可能

性が示された。「緩和能力」のみに依拠するのではなく、「適応力」*36とその他経済要因と

*35採用された変数の数によって指標の次元が決定すると仮定する。したがって、累積排出量は 1次元、HDI
は 3次元、EVI は 13次元と考えらえる（補論を参照）。

*36 adaptive capacityを「適応能力」と呼ぶことも可能だが、第 2節の脆弱性の定義における「適応力」と整
合的にする。mitigative capacityを「緩和力」と呼ぶことも可能だが、他の文献と整合的にするために「緩
和能力」とする。
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は独立に決定する領域（自然要因など）を包摂する概念として新たな「共通だが差異のあ

る責任」が提示された（図 2.1参照）。この方針に基づいた分析では、地球上の富裕層と貧

困層を取り巻く多次元的な気候変動リスクを考慮することができる。ゆえに、現行の「共

通だが差異のある責任」原則に隠された貧富構造ないしは貧困層と富裕層の 2分法を超克

することができると考えられる。

第 2に、数値例は各国の責任の推移を示すことができる。変数間の重みづけを変化させ

る計算方法によって、「歴史的責任」や「1人当たりの平等」等の配分ルールの責任概念

は、変数間の比率を固定している点で、比較的強い仮定に基づいていることが明らかにな

る。CO2排出量と脆弱性の間の比率に関してどの水準を採用するかという問題について

は、政策担当者の手に委ねられている。

最後に、責任の質において変化が生じる点を強調する価値がある。現行の「共通だが差

異のある責任」原則と負担配分に関する議論はみな、他国の GHG排出行動を糾弾する傾

向を帯びている。GHGの排出は大気というグローバルコモンズに「負の公共財（public

bads）」を供給することと同一であることに鑑みれば、そのような交渉の実態はやむを得

ないものであると言える。しかしながら、現行の責任概念に基づく各国の行動からは、適

応策や脆弱性の視点が抜け落ちている。それゆえ、GHGの主要排出国が仮に表面的に高

度経済成長を遂げていても、その実気候変動に対して非常に脆弱であるという可能性を除

外してしまう。同様に、GHG排出量が少なくとも、気候変動に対する脆弱性が非常に低

いという可能性も除外してしまう。以上の理由から、本研究では気候変化に対する国の

「脆さ」ないしは「弱さ」を考慮すべく「脆弱性」を責任概念に組み入れたわけであるが、

この責任概念に立脚する行動は他国のみを利するというような利他的行動ではない。むし

ろ、経済システムの中に緩和策と適応策を位置づける現実的な認識の上に立脚している。

互いの脆弱性を考慮するということは、自国の脆弱性を他国に考慮してもらうことまで内

包する。このような責任（responsibility）概念は、他者に危害を与えた場合に課せられる

責任（liability）とは性質を異にしている。なぜなら、たとえ他国を害してしまったとして

も自国の脆弱性ゆえに自国も相当程度の害を受けるというような状況が想定されているた

めである。害悪である GHG排出量と脆さである脆弱性の双方によって形成される責任概

念は、liability の範疇を上回っている。

GHG排出が地球温暖化とそれによる気候変動の主要な原因である限り、UNFCCC第 2

条に掲げられている究極目標（濃度の安定化）を達成するために緩和策は最優先されなけ

ればならない。それにも関わらず、GHG排出や支払能力のような 1次元の指標、あるい

は 1人当たり排出量という 2次元の指標に拘泥するあまりに緩和策の取組みの形成が阻

害されてしまう恐れがある。2013年以降のポスト京都議定書期間において緩和策と適応

策を両立した堅固な合意を形成するためには、まず「共通だが差異のある責任」に関する

合意を取りつけることが肝要である。



39

2.6 補論

2.6.1 「共通だが差異のある責任」の定義

(ケース 1)累積 CO2排出量と脆弱性

i 国の「共通だが差異のある責任」CBDRは、CO2と脆弱性の逆数の加重幾何平均とし

て次のように定義される。

CBDRVulnerability
i = CO21−α

i ×
(

1
EVIi

)α
, 0≤ α ≤ 1. (2.2)

CO2は 1990～2009年の累積排出量を、EVIは Prattet al. (2004)で考案された環境脆弱

性指標 (Environmental Vulnerability Index)を、そして αは「EVI 比率（脆弱性の CO2排

出量に対する重みづけの割合）」を表す。比率 αは、全ての国・地域に共通のものである

と仮定する*37。現行の「共通だが差異のある責任」は GHG排出量のみによるため EVI

比率は 0に固定されていると言い換えることができる。ゆえに、EVI 比率を非負の領域で

変化させることで現行の「共通だが差異のある責任」は脆弱性という新しい性質を帯びる

ことになる。

計算に用いられた 13の EVI は次の通りである。風（当該月の過去 30年間の最大風速

平均を 20%超過した過去 5年間における日数の合計）、乾期（過去 30年間の月平均降雨

量を 20%下回った過去 5年間における月の年平均値）、雨期（過去 30年間の月平均降雨

量を 20%上回った過去 5年間における月の年平均値）、猛暑日（過去 30年間の月間最大

気温の平均値を摂氏 5度超過した過去 5年間の各月合計の年平均値）、海面温度（過去 30

年間の月平均海面温度を超過した過去 5年間の各月の超過分の年平均値）、国土面積（総

面積：km2）、国土の広がり (総国土面積に占める国境の距離の割合)、土地の起伏（国土の

最高地点と最低地点の差）、低地（海抜 0～50mの土地が国土面積に占める割合）、植生被

覆（森林、湿地、草原、凍土 (ツンドラ)、砂漠、高山等の自然植生の割合）、再生可能な水

資源（再生可能な水資源総量に占める年水資源利用量）、人口密度（km2 当たりの人口）、

沿岸部の居住（沿岸部の居住人口密度）(Alder et al., 2004)。

技術的には、EVIの逆数は計算のため修正される。その手法は、国連開発計画 (UNEP)

によって考案された人間開発指標 (HDI) の手法を踏襲している (UNDP, 2007, p.356)。0

と 1の間の値をとるようにするために 1
EVI の最小値と最大値を設定する。結果的に、

1
EVI

は次のように修正される。

1
EVI

(修正) =
当該国の実績値−最小値 (≈ 0.2)
最大値 (≈ 0.37)−最小値 (≈ 0.2)

(2.3)

*37国・地域毎にこの比率が異なると想定することも可能であるが、本章の分析では、脆弱性の導入の効果を
明確にするためにその設定は採用しない。
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表 2.1の 1
EVI のデータから最小値を韓国の 0.23(韓国の値が 0となるのを回避するため、

下限を 0.2とした)とし最大値をロシアの 0.37として、上記の計算式に基づいて修正する。

(ケース 2)累積 CO2排出量と適応力

計算方法はケース 1と類似している。i 国の「共通だが差異のある責任」は累積 CO2排

出量と人間開発指標（HDI）(1990～2011年の平均値)の加重幾何平均として次のように

表される。

CBDRAdaptiveCapacity
i = CO21−β

i ×HDIβi , 0≤ β ≤ 1. (2.4)

HDI は人間開発指標である。βは HDI 比率であり、「共通だが差異のある責任」において

適応力に与えられる重みを決定するパラメータである。温暖化影響総合予測プロジェクト

チーム（2008）に倣い、適応力の具体例として HDI を用いている点に留意されたい。

(ケース 3)累積 CO2排出量と人口

計算方法はケース 1と同様である。i 国の「共通だが差異のある責任」は累積 CO2排出

量と人口 (2010年)の加重幾何平均として次のように表される。

CBDRPopulation
i = CO21−γ

i ×
(

1
Populationi

)γ
, 0≤ γ ≤ 1. (2.5)

1
Populationが 0と 1の間の値をとるように、(2.3)式で示した方法で修正する。γ は人口比

率であり、「共通だが差異のある責任」において人口に与えられる重みを決定するパラメー

タである。
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2.6.2 データとデータ源

表 2.1　計算に使用したデータ (1)

CO2*38 EVI*39 1
EVI

1
EVI (修正)

EU27 81,276 3.89 0.26 0.336
EU15 67,035 3.93 0.25 0.320
米国 130,102 3.23 0.31 0.645
カナダ 10,973 3.08 0.32 0.733
オーストラリア 6,908 2.77 0.36 0.947
ロシア 29,327 2.73 0.37 0.978
中国 77,784 3.85 0.26 0.351
インド 19,843 3.85 0.26 0.351
韓国 8,346 4.38 0.23 0.167
日本 23,198 4.15 0.24 0.241

出所: US Energy Information Administration,

Secretariat of the Pacific Community

表 2.2　計算に使用したデータ (2)

HDI *40 Population*41 1
Population(修正)

EU27 0.832 500,373 0.029
EU15 0.856 396,709 0.041
米国 0.889 310,384 0.057
カナダ 0.891 34,017 0.649
オーストラリア 0.913 22,268 1.000
ロシア 0.734 142,958 0.142
中国 0.626 1,341,335 0.001
インド 0.500 1,224,614 0.003
韓国 0.853 48,184 0.454
日本 0.879 126,536 0.163

出所: UNDP, United Nations Department of Economic and Social Affairs

*39単位は 100万トンである。
*39 EU27ヵ国と EU15ヵ国の値は加盟国の平均値である。
*41 1990～2011年の平均値である。
*41 2010年の値である。
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データ源

• CO2: US Energy Information Administration

– http://www.eia.gov/cfapps/ipdbproject/IEDIndex3.cfm?tid=

90&pid=44&aid=8

• EVI: Secretariat of the Pacific Community

– http://www.vulnerabilityindex.net/EVI_Country_Profiles.htm

– http://www.sopac.org/index.php/environmental-vulnerability-index

• HDI: UNDP

– http://hdr.undp.org/en/statistics/data/

• Population: United Nations, Department of Economic and Social Affairs

– http://esa.un.org/wpp/Sorting-Tables/tab-sorting_population.

htm
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2.6.3 責任の数値

表 2.3　ケース 1（図 2.2）の責任の数値 (%)

EVI 比率 (α) 0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5

EU27 20.96 19.78 18.52 17.18 15.76 14.29
EU15 17.29 16.56 15.73 14.80 13.78 12.68
米国 33.55 32.25 30.74 29.04 27.14 25.06
カナダ 2.83 3.53 4.36 5.35 6.48 7.76
オーストラリア 1.78 2.39 3.17 4.17 5.44 7.00
ロシア 7.56 8.80 10.15 11.60 13.12 14.66
中国 20.06 19.10 18.04 16.89 15.64 14.31
インド 5.12 5.59 6.05 6.49 6.89 7.23
韓国 2.15 2.38 2.61 2.83 3.04 3.23
日本 5.98 6.19 6.36 6.46 6.51 6.47

EVI 比率 (α) 0.6 0.7 0.8 0.9 1

EU27 12.79 11.29 9.81 8.39 7.07
EU15 11.52 10.31 9.09 7.89 6.74
米国 22.84 20.53 18.17 15.83 13.57
カナダ 9.18 10.70 12.28 13.88 15.44
オーストラリア 8.89 11.14 13.74 16.69 19.94
ロシア 16.17 17.58 18.83 19.85 20.60
中国 12.92 11.50 10.09 8.71 7.40
インド 7.48 7.64 7.68 7.60 7.40
韓国 3.38 3.49 3.55 3.56 3.51
日本 6.35 6.14 5.86 5.49 5.07
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表 2.4　ケース 2（図 2.3）の責任の数値 (%)

HDI 比率 (β) 0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5

EU27 20.96 20.56 20.03 19.37 18.58 17.66
EU15 17.29 17.34 17.27 17.07 16.74 16.27
米国 33.55 31.61 29.58 27.47 25.30 23.09
カナダ 2.83 3.41 4.09 4.87 5.74 6.71
オーストラリア 1.78 2.26 2.84 3.55 4.39 5.39
ロシア 7.56 8.11 8.64 9.14 9.59 9.96
中国 20.06 19.21 18.27 17.25 16.15 14.98
インド 5.12 5.49 5.86 6.20 6.50 6.76
韓国 2.15 2.66 3.26 3.97 4.79 5.73
日本 5.98 6.69 7.43 8.19 8.95 9.70

HDI 比率 (β) 0.6 0.7 0.8 0.9 1

EU27 16.62 15.48 14.26 12.99 11.69
EU15 15.65 14.90 14.03 13.07 12.03
米国 20.87 18.67 16.52 14.45 12.49
カナダ 7.77 8.91 10.09 11.31 12.52
オーストラリア 6.56 7.88 9.38 11.03 12.83
ロシア 10.25 10.44 10.52 10.48 10.31
中国 13.77 12.52 11.26 10.01 8.80
インド 6.97 7.10 7.16 7.13 7.03
韓国 6.79 7.96 9.23 10.58 11.99
日本 10.40 11.04 11.59 12.04 12.35
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表 2.5　ケース 3（図 2.4）の責任の数値 (%)

人口比率 (γ) 0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5

EU27 20.96 20.24 18.46 15.84 12.76 9.65
EU15 17.29 17.60 16.93 15.32 13.01 10.38
米国 33.55 33.03 30.72 26.87 22.07 17.01
カナダ 2.83 4.55 6.91 9.87 13.24 16.67
オーストラリア 1.78 3.13 5.20 8.13 11.92 16.41
ロシア 7.56 9.47 11.20 12.46 13.01 12.76
中国 20.06 13.91 9.12 5.62 3.25 1.77
インド 5.12 4.47 3.69 2.87 2.09 1.43
韓国 2.15 3.43 5.17 7.32 9.73 12.15
日本 5.98 7.77 9.54 11.01 11.93 12.14

人口比率 (γ) 0.6 0.7 0.8 0.9 1

EU27 6.89 4.67 3.04 1.91 1.18
EU15 7.81 5.59 3.83 2.55 1.65
米国 12.38 8.56 5.68 3.65 2.28
カナダ 19.80 22.36 24.2 25.4 26.0
オーストラリア 21.33 26.34 31.21 35.79 40.03
ロシア 11.81 10.39 8.76 7.16 5.70
中国 0.91 0.44 0.21 0.09 0.04
インド 0.92 0.57 0.33 0.19 0.11
韓国 14.31 16.03 17.22 17.91 18.16
日本 11.66 10.64 9.31 7.89 6.52
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第 3章

南北経済における温室効果ガスの緩
和策と適応策の技術革新

3.1 序論

適応策は、緩和策同様、地球温暖化の被害を低減する上で重要な役割を果たすことが期

待されている（Parryet al., 2007）。特に、緩和策の効果は数十年間は顕在化しないため適

応策は短期的に大いに効果を発揮すると考えられている*1。

経済学の観点では、適応策は緩和策とは異なり、私的財としての重要な性質を有する。

両方の対策は、気候変動被害を低減するという共通の機能を有しているが、緩和策につい

ては、1国が行う GHG排出削減を通じて他国にも影響を及ぼすという点で公共財として

の性質を有している。対照的に、1国が行う適応策の便益は他国にまで広がりを見せない

（Mendelsohn, 2000; Buob and Stephan, 2011）。

適応策は地域毎に多様な形態をとる。例えば、イスラエルにおける灌漑水管理（Fleischer

et al., 2008）、南アメリカの作物種の変更（Seo and Mendelsohn, 2008）、オランダにおけ

る保険料支払い費用を削減するための砂袋や耐水性床の購入（Botzenet al., 2009）等が

挙げられる。地域に独自のこれらの適応策の事例は、適応策が私的財であることの証左で

ある。

技術革新によって適応策が緩和策に比してより効果的になるという状況において、適応

策の私的財としての性質はとりわけ重要となる。実際に、そのような適応策に関する技術

革新は各地で起きている。農業分野において、Smithers and Blay-Palmer（2001）は気温

や湿度、降雨量の変化のような様々な形態の気候変動に対する適応策として、オンタリオ

州の大豆耕作技術に関して技術革新の可能性を示している*2。もう 1つの重要な適応策の

*1 ここでは、緩和策は GHGを抑制ないしは削減することを意味する。それに対して、適応策は気温上昇に
よって引き起こされる被害を低減させる諸々の対策を指しており、防波堤の建設、内陸への移住、農業の
品種改良等、対象部門に応じてその種類は多岐にわたる。

*2 Smithers and Blay-Palmer（2001）の表 1を参照されたい。
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技術進歩は、データ採集技術と情報技術の進展である。政策決定者が用いるデータや情報

がより現実に即し、より正確で時宜を得たものとなれば、適応戦略の目標が定まり、実効

性が増加すると考えられている（Klein et al., 2005）。ゆえに、適応策の技術進歩を考慮に

入れるとき、適応策と緩和策の相違を正しく認識することが極めて重要となる。

緩和策と適応策の関連性に関して、近年多くの経済学者が様々な本質的な疑問を投げか

けている。緩和策と適応策の決定について、Kane and Shogren（2000）は内生的リスクを

組み入れた 1国モデルを用いて両対策の最適なバランスを求めている。緩和策は気候変動

リスクを低下させ、適応策は生じた気候変動被害を低減するものと仮定した上で、適応策

の水準は、緩和策と適応策が補完的か代替的かに依存することを示している。Lecocq and

Shalizi（2007）は、適応策を事前適応と事後適応の 2種類に分類した上で、複数の部門と

地域を含む動学的なモデルを用いて、最適な事前適応策、事後適応策および緩和策の水準

を導出している*3。さらに、Inghamet al.（2007）は Ulph and Ulph（1997）によって考案

された不確実性と学習と不可逆性についてのモデルの中に適応策を導入している。彼らの

結論は、適応策の存在により不可逆性制約の効果が弱められるというものである。

その一方で、Mendelsohn（2000）は適応策をさらに私的財と公共財に類型化し、公共投

資を必要とする適応策は過少供給の問題が生じるが、私的な適応策は効率性を確保するこ

とができると結論づけている。

以上の先行研究によって、1国内において緩和策に加えて適応策が考慮された場合の効

果が解明されてきたと言えるが、多くの研究では、自国の適応策が緩和策の水準を変化さ

せることによって生じる他国への影響については考察の対象としていない。技術革新に

よって適応策そのものがより有効かつ効果的になると、当該国では緩和策の水準を低下さ

せ適応策に以前よりも大きな比重を置くことになる可能性があるため、他国を考慮に入れ

た分析が必要である。ある国が適応策の水準を変更することで緩和策の水準が変化するこ

とになれば、その国による緩和策が世界の GHG排出量を変化させ、結果的に他国に影響

が及ぶことになる。したがって、適応策のもつ効果を明らかにするためには、複数国モデ

ルによる分析が必要となる*4。

この方向性の重要な理論的貢献として、Buob and Stephan（2008, 2011）は緩和策と適

応策を含む複数地域モデルを用いて非協力ナッシュゲームを分析した。Buob and Stephan

（2008）では、先進工業国が途上国の適応策を支援する状況において、適応の基金が世界

的な緩和努力水準の変化を通じて各国の厚生にどのような影響を及ぼすかが示されてい

*3 同様に、Smith（1997）、Tol et al.（1998）、Fankhauseret al.（1999）も適応策を事前的・事後的適応、計
画的・自発的適応に分類している。ただし、彼らの研究では、緩和策と適応策の関連性については分析さ
れていない。

*4 複数国モデルによる分析の必要性は、実は Kane and Shogren（2000）の脚注 2において指摘されている。
彼らは「他国の緩和努力水準が内生的に決定し、緩和努力をその国全体の努力水準の関数とするのが、よ
り現実的な仮定である」と提起している。
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る。続いて、Buob and Stephan（2011）は、複数地域モデルにおいて当該地域における緩

和策と適応策の投資がどのように決定するかを検証し、各地域の所得水準に応じて緩和策

と適応策の決定のあり方を特徴づけている。こうした研究の視点は重要なものであるが、

前者による論文の焦点は、先進国の適応策の水準を所与とした上で、途上国の適応策のた

めの基金が誘因両立的 (incentive compatible)かを検証するところにある。一方で、後者に

よる論文の目的は、緩和策と適応策の費用関数がどの地域も同一であるという仮定の下、

緩和策と適応策が地域毎に異なる所得と環境質にどのように依存しているかを明らかにす

ることである。したがって、その重要な貢献にも関わらず、彼らのモデルと結果において

は、ある国で適応策の技術進歩が起きその効力が増加した際に、各地域の緩和策と厚生水

準がどのように変化するかは解明されていない。

本研究の目的は、上述の点を詳細に検討することである。先進国（the North）と途上国

（the South）から成るモデルを使用する。両国はそれぞれ GHG緩和策の水準を決定する

が、適応策については先進国のみ実施可能とする。すなわち、途上国にとって、実行可能

な気候変動政策は緩和策のみであると仮定する。この仮定は、気候変動に関する政府間パ

ネル（Intergovernmental Panel on Climate Change：IPCC）が指摘しているように、途上

国が適応策に必要な費用を容易に賄うことができないという現実によって正当化可能であ

ると考えらえる。IPCCの見解は世界銀行が行った推定に則っており、それは次のような

ものである（Parryet al., 2007, p.734）。

適応策の実施は、様々な資金的制約に直面している。国際的なレベルでは、世界

銀行による予備的な推定は、「気候耐久的（climate proofing）」発展のための総費用

は 100億 USドル～400億 USドルにまで達することを提示している（World Bank,

2006）。その数値は概算ではあるが、投資額の規模からして深刻な財政制約が存す

ることが示唆される。

Beget al.（2002）と Stern（2007）もまた適応策の実行に際して途上国が直面する財政制

約に言及している。

本研究のモデルでは、適応策の技術革新によって、各国の排出量とそれを合計した世界

排出量、および各国の厚生にどのような効果が及ぶかを検証する。それにより、適応策に

よって気候変動による被害をより効果的に低減することができるという技術革新の効果を

確認することができる。技術進歩は両国の厚生を厳密に改善することを可能とするが、こ

の分析から明らかになるように、厚生の厳密な改善はいつでも成立するわけではない。

適応策の技術革新によって 5つの場合が生じることが示される。その内の 1つの場合

においてのみ、世界の総排出量が減少し、強い意味でのパレート改善が達成される。2つ

の場合において、どちらか一方の国の厚生のみ改善するという弱い意味でのパレート改善

が起きる。残りの 2つは、先進国は厚生改善するが途上国は厚生悪化するという場合と、
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先進国は厚生悪化し途上国は厚生改善するという場合である*5。途上国の厚生が悪化する

状況が起きるのは、適応策の技術進歩の程度が十分に大きい場合である。さらに、先進国

から途上国への所得移転制度の役割（途上国は「何も」受け取らないという場合も含む）

を分析する。この所得移転制度の下では、もしそのシステムが無ければ途上国の厚生が悪

化していた適応策の高度な技術革新に際しても、途上国は常に厚生改善を達成できること

が証明される。

本章の構成は次の通りである。第 2節で、モデルを説明する。第 3節では、適応策の外

生的な技術革新によって各国の排出量と総排出量がどのように変化するかを検証する。第

4節では、厚生の変化を検証する。第 5節では、所得移転制度の役割について議論する。

最後に、第 6節において結論を述べる。

3.2 モデル

世界経済が先進国（the North）と途上国（the South）の 2国から成るものと仮定する。

両国とも同一の財を生産する。財の生産過程で GHGを排出する。各国の排出が厚生に与

える効果を強調するために GHG排出以外の生産要素は存在しないという仮定をおく。生

産関数を次のように定義する。

Yi = Fi(Zi), i = N,S. (3.1)

Yi ,Fi ,Zi はそれぞれ、生産物、生産関数、GHG排出量である。生産関数について収穫逓減

の仮定、すなわち Fi
′ > 0、 Fi

′′ < 0という仮定をおく。さらに、南北間の貿易は行われな

いものと仮定する*6。

先進国と途上国は異なる形で生産物を分配する。先進国は、生産物を一般財の消費と適

応投資に分配し、途上国は一般財の消費のみに分配する。本研究のモデルでは、先進国だ

けが適応投資を行う。この想定は、第 1節で強調したように、途上国がしばしば投資の負

担能力を欠いているという事実を反映している。Ci(i = N,S)を消費、IN を適応策への投

資ないしは支出とする。まとめると、以下のような分配が成立することになる。

YN = CN + IN (3.2)
YS = CS.

各国は消費から便益をえる。Bi(Ci) (i = N,S) と表される。便益関数の形状について、

Bi
′ > 0 andBi

′′ < 0という仮定をおく。一方で、GHG排出によって生じる温暖化および気

*5 Michaelowa（2001）は、定性的な分析の中で、先進国の適応策によって途上国の厚生が悪化するという
可能性を指摘している。

*6 1種類の財しか存在しないという想定の下でも貿易が起こる可能性はある。この点については、Brander
and Krugman（1983）を参照されたい。
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候変動によって両国は被害を受ける。両国の被害水準は総排出量 Z = ZN + ZS に依存する

ものとする。

先進国は適応策によって被害を低減することができる。適応投資 A = αIN によって即時

的に被害低減が起こると仮定する。αは適応策の効力を測る尺度であり、気温変化に対応

するための品種改良、海面上昇に対する防波堤というような技術水準を表すパラメータ、

ないしは被害を減じたり回避したりするための情報技術の水準であると考えられる。技術

革新によって気候変動関連の被害を効果的に抑制することができることを意味するため、

本研究では適応策の技術進歩を αの上昇であると解釈する。

したがって、先進国と途上国の被害関数はそれぞれ D(Z,A)、d(Z) と表され、DZ(=

∂D/∂Z) > 0、DZZ(= ∂DZ/∂Z) > 0、DA(= ∂D/∂A) < 0、DAA(= ∂DA/∂A) > 0、d′ > 0、d′′ > 0

を仮定する。先進国の被害関数 Dが 2変数の関数であることに注意されたい*7。

本章を通じて、先進国の被害関数は加法分離的であると仮定する。言い換えると、被害

関数は粗被害額 f (Z) と e(A) の差で表される。 f は適応策が講じられなかった場合かつ

GHG排出量を所与とした場合の被害額であり、eは適応策の水準に応じて抑制された被

害額を表す。すなわち、

D(Z,A) = f (Z)−e(A), f ′ > 0, f ′′ > 0,e′ > 0,e′′ < 0. (3.3)

以上の関係は DZA(= ∂DZ/∂A) = DAZ(= ∂DA/∂Z) = 0であることを意味する。

先進国と途上国の厚生は消費の便益から環境被害を差し引いた値として表現される。す

なわち、

WN = BN(FN(ZN)− IN)−D(Z,A) (3.4)

WS = BS(FS(ZS))−d(Z).

以上のモデルを用いて、先進国における適応策の技術革新が各国の GHG排出量と厚生に

どのような影響を及ぼすかを解明する。技術革新は外生的に起こるものと仮定する。この

仮定をおく理由は、適応技術が高度化した状況における両国の GHG排出水準および厚生

と現状を比較することで、適応策の効果を明らかにするためである。

3.3 適応技術革新にともなう排出量の変化

本節において、適応策の技術進歩が各国の均衡排出量に及ぼす影響を分析する。いか

なる GHG排出量に関する国際枠組みは存在しないものと仮定し、解は同時ゲームナッ

シュ均衡解として特徴づけられる。先進国と途上国は自国の厚生を最大化するべく、戦

略的に排出水準を決定する。ただし、先進国は緩和策と適応策の 2つの選択肢を有して

*7 単純化のため、D(Z,A)は市場、非市場双方における気候変動被害を表すものとする。もしこの 2種類の
被害を区別するのであれば、緩和策と適応策の効果は異なるものとなり、分析はより複雑になる。
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いるが、途上国は緩和策という 1つの対策しか実施できない。ゆえに、先進国の目的は、

FN(ZN) = CN + IN を制約条件として、ZN と IN についてWN を最大化することである。途

上国の目的関数はWS であり、FS(ZS) = CS を制約条件として ZS について最大化される。

内点解を仮定すると、以上の最大化問題の 1階の条件は

B′N(F′N(ZN)− IN)F′N(ZN)−DZ(Z,αIN) ≡G(ZN,ZS, IN,α) = 0 (3.5)

−B′N(FN(ZN)− IN)−αDA (Z,αIN) ≡ H(ZN,ZS, IN,α) = 0

BS
′ (FS(ZS))FS

′(ZS)−d′(Z) ≡ L(ZN,ZS, IN,α) = 0

となる。これらの方程式から導出される均衡排出量 Zi
∗(i = N,S) と適応投資 IN

∗ はナッ

シュ均衡解となる。(3.5)式を全微分することで


GZN GIN GZS
HZN HIN HZS
LZN LIN LZS




dZN
dIN
dZS

 =


−Gαdα
−Hαdα
−Lαdα

 (3.6)

をえる。行列 M を

M =


GZN GIN GZS
HZN HIN HZS
LZN LIN LZS

 (3.7)

と定義する。補論 3.7.1より、

| M |< 0 (3.8)

が成立する。補論 3.7.2にて、適応策の技術革新が先進国の GHG排出量に及ぼす影響は

次のように表される。すなわち、

sgn
dZ∗N
dα

= sgn(1− ε). (3.9)

ε は

ε ≡ − A
DA(Z,A)

∂DA(Z,A)
∂A

> 0 (3.10)

と定義される。ε は限界的な環境被害低減の適応弾力性である*8。

他方で、途上国の排出量は次のように決定する。すなわち、

sgn
dZ∗S
dα

= −sgn(1− ε). (3.11)

*8 途上国を考慮に入れない 1国モデルでは sgndZ∗N/dα = sgn(1− ε)は難なく導出できる。αの上昇によって
より少ない I ∗Nで同水準の Aを利用可能となるため、dZ∗N/dα > 0の場合、緩和策と適応策は代替的であ
ると解釈できる。一方で、dZ∗N/dα < 0のときは補完的であると解釈できる。符号の決定からわかるよう
に、本章のモデルにおいては、ε の値に依存して緩和策と適応策は代替的ないしは補完的となる。Ingham
et al.（2005）は両者の関係について詳細に分析している。
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最後に、補論 3.7.2では Z∗ = Z∗N +Z∗S が

sgn
dZ∗

dα
= sgn(1− ε) (3.12)

に基づいて決定することが示される。これらの性質から、ただちに次の定理をえる。

定理 1 適応策の外生的な技術変化が先進国と途上国の GHG排出量に及ぼす効果は

ε に基づいて決定する。F(·)、B(·)、D(·) という仮定の下、次の結論をえる。(1) もし

ε < 1 ならば、dZ∗N/dα > 0、dZ∗S/dα < 0、dZ∗/dα > 0 となる。(2) もし ε = 1 ならば、

dZ∗N/dα = dZ∗S/dα = dZ∗/dα = 0となる。(3)もし ε > 1ならば、dZ∗N/dα < 0、dZ∗S/dα > 0、

dZ∗/dα < 0となる。

本章において、「緩和策」を dZ∗i < 0 (i = N,S)と定義する。適応策の技術革新に伴い緩和

策が促進するか否かを確認するのが本章の分析の狙いである。定理 1から結論は ε の値に

決定的に依存していることがわかる。補論 3.7.1の (3.38)式より sgndI∗N/dα = sgn(1− ε)
であることに留意されたい。

ε が非弾力的である場合、αの上昇に伴って先進国の均衡排出量は増加し、途上国の排

出量は減少する。この場合、適応策の技術革新がきわめて有効であるために、先進国は緩

和水準を低下させ適応投資額を増加させる。その結果、先進国による GHG排出量の増加

とそれに伴う気候変動被害を相殺するために、途上国は緩和努力を増加させるという行動

をとる。

他方で、適応策の技術革新がそれ程有効ではない場合（ε が弾力的である場合）、先進国

の排出量は増加し、途上国のそれは減少する。この場合、消費や緩和策を減少させること

で適応策を増加させたとしても、適応策がそれ程効力を発揮できないため、その行動は先

進国の厚生を高めることはできない。したがって、先進国は、適応投資を減額することで

技術革新の効果を調整するため、GHG排出削減費用をまかなうことができるようになる。

結果的に、先進国は適応策を減少させ緩和水準を増加させるのである。先進国が緩和策を

増加させたことを受けて、途上国は排出量を増加させる。

所与の GHG排出量と適応技術水準および適応投資 (Z0
N,Z

0
S,α0, I0)における適応策の技

術革新による便益（被害低減額）は

−
∫ α0+dα

α0

DA(Z0
N +Z0

S,αI0)dα (3.13)

と表現できる。ε が非弾力的（ε < 1）である場合は、適応策の効力が持続する状況と考え

られ、どの水準であっても適応策は着実に被害を低減することができる。反対に、ε が弾

力的（ε > 1）の場合、適応策の効力は非弾力的な場合よりも急激に減衰する。図 3.1はこ

の状況を描写している。直線 (a)は非弾力的な場合を、直線 (b)は弾力的な場合を表して



59

いる。各直線の下方の網掛け部分は技術革新の潜在的な便益を表しており、(3.13)式とし

て表現される。図 3.1から明らかなように、(a)の便益は (b)の便益よりも大きい。

図 3.1適応策の技術革新による追加的便益

被害関数を (3.3)式のように特定化し、e(A)を

e(A) =
a

1−βA1−β, with a> 0, β > 0, β , 1 (3.14)

のように特定化すると、図 3.1で示されているようになぜ便益に相違が生じるかが明確化

される。この特殊な場合には ε = βとなる。(3.13)式は

a
1−β ((α0 +dα)1−β−α1−β

0 ),

となり、βの増加に伴って減少することが示される*9。

適応策の技術革新が必ずしも世界規模での緩和策につながらない点は興味深い。世界の

総排出量 Z∗ の変化の方向は、先進国の排出量の変化の方向と一致している。補論でしめ

*9 統合評価モデルの中には、緩和策と適応策を含めた包括的な経済・気候モデルを構築している例がある
（De Bruinet al., 2009; Agrawalaet al., 2009）。Agrawalaet al.のモデルにおいても弾力性 ε を計算するこ
とが可能である。彼らのモデルでは、気候変動被害 CCDは CCD

1+ADAPT+CCDYG(≡ RD) というように GDP
損失額に変換される。ADAPTは適応力（第 2章参照）向上を含めた適応策の全体集合、YG は気候変動
被害を差し引いた GDPである。RDは本章のモデルにおける被害関数 Dに相当する。本章のモデルにお
ける ε は彼らの論文では 2ADAPT

1+ADAPT+CCD と表現されるため、ADAPTと CCDの値を特定できれば ε は導
出可能である。もし ADAPT< 1+CCDならば、そしてそのときのみ、ε < 1が成立することを確認する
ことは容易である。すなわち、Agrawalaet al.のモデルにおいては、ADAPTに応じて ε は増加すること
になる。

Arino Hiroko
スタンプ
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されるように、ε = 1でない限り、|dZ∗N/dα|は常に |dZ∗S/dα|を上回る。したがって、ε < 1

の場合、適応策の技術革新によって総排出量は増加することになる。

3.4 適応技術革新にともなう厚生の変化

本節において、適応策の技術進歩が先進国と途上国の厚生水準に与える影響について

検証する。証明については、補論 3.7.3を参照されたい。先進国の厚生の変化を観察する

ためにW∗N を αについて微分する。ただし、W∗N ≡ BN(FN(Z∗N)− I ∗N)−D(Z∗,αI ∗N)である。

結果的に、

dW∗N
dα

= −DAIN

(
1+δ−1(1− ε)

)
, (3.15)

および

δ =
IN | M |

DZB′′NF′Nd′′
> 0, (3.16)

が成立し、δ符号は (3.39)式で示される | M |< 0によって決定する。他方で、途上国の厚

生は

dW∗S
dα

= −d′
dZ∗N
dα

. (3.17)

に従って変化する。ただし、W∗S ≡ BS(FS(Z∗S))−d(Z∗)である。定理 1により、
dZ∗N
dα の符

号は (1− ε)の符号によって決まる。以上の方程式により、以下の定理をえる。

定理 2 適応策の外生的な技術変化が先進国と途上国の厚生に及ぼす効果は ε に基づいて

決定する。(1)もし ε < 1ならば、dW∗N/dα > 0かつ dW∗S/dα < 0となる。(2)もし ε = 1な

らば、dW∗N/dα > 0かつ dW∗S/dα = 0となる。(3)もし 1< ε < 1+ δならば、dW∗N/dα > 0

かつ dW∗S/dα > 0となる。(4)もし ε = 1+ δならば、dW∗N/dα = 0かつ dW∗S/dα > 0とな

る。(5)もし ε > 1+δならば, dW∗N/dα < 0かつ dW∗S/dα > 0となる。

定理 2は ε > 1+ δ の場合を除いて、先進国の厚生変化は非負の値をとることを示し

ている。言い換えると、ε ∈ (1,1+δ) の場合のように途上国の排出が増加する場合にお

いてさえ、先進国は適応策の選択肢ゆえ厚生を改善することができる。しかしながら、

ε ∈ (1+δ,∞)のとき、すなわち技術革新が決して有効とは言えない（十分に弾力的な）場

合には、技術革新にも関わらず途上国の排出増加ゆえに先進国は厚生改善を達成すること

はできない。

その一方で、途上国の厚生は、先進国における適応策の技術革新に伴う先進国の GHG

排出変化の方向とは反対方向の影響を受ける。すなわち、先進国の排出量が増加すると、
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途上国の厚生は悪化する。途上国では適応策を自ら実行することはできないと仮定されて

いるため、適応策の技術進歩によって先進国で緩和策が促進するという場合においてのみ

途上国の厚生は改善する。

表 3.1適応策の技術進歩の効果

ε < 1 ε = 1 1< ε < 1+δ ε = 1+δ ε > 1+δ

先進国の GHG排出量 + 0 − − −
途上国の GHG排出量 − 0 + + +

全世界の GHG排出量 + 0 − − −
先進国の厚生 + + + 0 −
途上国の厚生 − 0 + + +

定理 1と定理 2を表 3.1にまとめる。表 3.1では、適応策の技術革新によって総排出

量が減少し、かつ先進国・途上国双方の厚生を改善するという状況は常に起こるわけで

はないことが示されている。世界的な緩和水準の促進と世界的な厚生改善という状況は

1< ε < 1+δのとき、そしてそのときのみ生じる。対照的に、ε < 1の場合に総排出量は増

加し、ε > 1+ δの場合は先進国の厚生は悪化し、さらに ε < 1の場合は途上国の厚生が低

下する。

適応技術の進歩は、通常は有益なものと考えられるが、南北の経済主体が非協力的に行

動する状況下では、先進国あるいは途上国のどちらか一方の厚生を害するという意味にお

いて、必ずしも有益であるとは限らないのである。1< ε < 1+ δの場合の解釈は大変興味

深い。(3.13)式より、この場合には、適応策の技術進歩が起きたとき、ε < 1の場合ほどは

気候変動被害を低減することはできない。しかしながら、ε < 1の場合よりも、技術革新

の程度が弱いために、先進国において緩和策の必要が生じ、先進国のみならず途上国の厚

生を改善することが可能となる。すなわち、適応策の技術進歩は、強すぎても弱すぎても

世界経済の一部の厚生を悪化させてしまうが、適度な水準の技術変化が生じる場合には、

世界経済の厚生を改善することが可能となる。

技術革新は経済主体に厚生改善の機会を与えるものであるが、各国が自国の利益を最大

化しようと行動する気候変動問題の文脈においては、厚生改善を達成することは容易なこ

とではないと考えられる。しかしながら、本来有益であるはずの高度な技術革新が起きた

際（ε < 1）も、総排出量を削減し両国の厚生を改善する方法は存在しないのであろうか？

次節では、この問題について検証する。
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3.5 国際的な所得移転制度の効果

本節において、たとえ適応策の技術革新が途上国の厚生を悪化させてしまうほど高度な

ものであったとしても、先進国と途上国の両国を利することができる国際的な所得移転

制度を提示する。先進国は環境保護のための国際機関に T だけの支払いをするとしよう。

この所得移転額を、

T = tA, (3.18)

と表し、適応水準に依存するものとする。t は適応投資 1単位当たりの移転比率である。

この所得移転は、例えば、先進国が自国における技術革新の便益を他国と分け合うことを

要求される状況下で適応策に課せられる「税金」と考えることもできる。国際当局は徴収

額の一部または全部を途上国に移転するものとし、それによって途上国は環境被害の一部

を補償してもらうことができる。結果的に、先進国と途上国の純便益は

WN = BN(FN(ZN)− IN)−D(Z,A)− tA (3.19)

WS = BS(FS(ZS))−d(Z)+ stA,

と表現される。ただし、0≤ s≤ 1とする。s= 0は、途上国は何も受け取らず、当局が先

進国から得た収入をどこかで活用する状況を意味する。これから示すように、sの水準そ

のものは問題ではなく、先進国において t > 0であることのみが重要である。

このシステムの下では、所得移転制度が無い状況下で ε < 1のような技術革新が導く均

衡とは異なる均衡が得られる。適応策から得られる便益の一部が課税され失われるため

に、適応策を講じた際に先進国が直面する被害は D(Z,A) + tAとなる。適応後の被害関数

を D̃(Z,A)と表記する。本システムにおいて、D̃A = DA + t, D̃AA = DAAが成立するため、限

界的な被害低減の適応弾力性 ε̃ は、

ε̃ = − DAA

DA + t
A> ε (3.20)

となる。この所得移転制度では、被害関数が D̃(Z,A)と表記されていること以外は、(3.5)

式における両国の最適性条件と同一の条件が成立する。ε̃ ∈ (1,1+ δ)となるように t を選

ぶと、例えば (3.14)式において、次の関係が成立する。すなわち、

ε̃ =
β

1− ta−1Aβ
.

ゆえに、ε̃ を 1+ θ (0< θ < δ)と一致させるためには、次のように

t = aA−β
1+ θ−β

1+ θ
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とすれば良い。ε̃ ∈ (1,1+ δ)が成立している場合、前節の理由づけを適用することができ

る。いかなる sについても、適応策の技術革新に伴い総排出量は減少し先進国・途上国双

方の厚生水準は上昇する。たとえ s= 0であったとしても、所得移転により途上国の厚生

は改善する。この点をまとめると以下のようになる。

定理 3 先進国において T = tAだけ課税され、その内の sT（0≤ s≤ 1）が途上国に移転さ

れるという所得移転制度の下では、ε̃ ∈ (1,1+δ)を満たすように tを選ぶならば、適応策の

技術革新によって ε < 1の状況下で総排出量の減少および両国の厚生改善を達成すること

ができる。

このような制度は政治的な実現可能性が低いかもしれないが、実際に適応策の技術革新

が優れている場合にも、所得移転により先進国の適応策の実質的効力を減衰させることが

できることを示している。そうすることで、先進国の緩和策が促進し、途上国の厚生を改

善する可能性が切り開かれる。この所得移転制度下においても、上述の定理の条件を満た

すように tを設定する限りにおいて、先進国の厚生は改善する。

3.6 結論

緩和策が公共財としての性質を有するのに対して、適応策は私的財としての特性を有し

ている。本章の南北経済モデルでは、適応策と緩和策の性質の相違により、GHG総排出

量と各国の厚生に複雑な影響が及ぶことを解明した。具体的には、途上国では緩和策しか

実行できない一方で、先進国で適応策の技術革新が起きている事例に準拠して、上述の分

析を行った。

主要な結論の 1つは、技術革新が十分に効力を有している場合、途上国の厚生が悪化

するということである。先進国は、自国の適応策によって気候変動被害を抑制できる分、

GHG排出の緩和策の水準を引き下げるという行動にでるため、途上国には被害が及ぶの

である。この現象を、適応策を利用可能な地域から利用不可能な地域への「被害のリー

ケージ（leakage of damage）」と呼ぶことができるかもしれない。本章の分析では、どの

ような場合に被害のリーケージが起こり、その他の場合には各国にいかなる影響を及ぼす

かについて厳密に証明した。5つの場合分けの中には、南北の両国とも厚生改善を達成で

きる場合や先進国の厚生は悪化し途上国のそれは改善する場合も含まれている。

本章の分析は、適応投資の水準に応じて先進国に課税することで、リーケージを回避

し、高水準の技術革新が生じた場合においても先進国と途上国双方の厚生改善を実現でき

ることを示している。費用負担を求めるこの課税制度によって、先進国の技術革新の程度

が抑制され、GHG排出を緩和するという行動が喚起される。要するに、たとえ課税によ

る収入が途上国に移転されなかったとしても、先進国の緩和策の成果である大気の安定化
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という「便益の共有（sharing of benefit）」が南北間でなされる可能性が示されている。

本分析が示しているように、適応策は、その反動で緩和策の水準が下落しないように特

別な配慮と共に実行される必要がある。この意味において、適応策と緩和策は分離させる

べきではなく、ときに南北間の所得移転制度を利用するなどして両者は統合されるべきで

ある。実際に、Adgeret al. (2005)は途上国の持続可能な発展の観点から適応策の包括的

枠組みが形成される必要性を、Adger（2001）は途上国で適応策を実施できるよう気候適

応基金（Climate Adaptation Fund）に基づいて北から南に資金移転をする必要性を訴えて

いる*10。

本章の分析では、同時ゲームを想定している。しかしながら、適応策の意思決定は緩和

策の程度に依存して行われる可能性があるため、Buob and Stephan（2011）の分析にある

ように 2段階ゲーム拡張することで、モデルはより現実に近いものとなるだろう。彼ら

の分析は、第 1段階で先進国と途上国が非協力的ないしは協力的な方法で緩和水準を選

び、第 2段階において先進国が適応水準を選択するという設定になっている。さらに、本

分析においては、適応策の費用は緩和策とは独立であると仮定しているが、Inghamet al.

（2005）が指摘しているように緩和策に伴い適応費用が減少することもある。リーケージ

が南北の緩和策と適応策に及ぼす影響を検証するために貿易を含めたモデルは重要である

が、本分析では貿易については考察の対象外としている。以上の拡張によって、分析はよ

り複雑なものとなり、結果を多様化させるものと考えられる。

最後に、本章のモデル分析では、適応策の私的財としての性質に焦点を当てたが、適応

策には他にも様々な側面があり興味深い効果を生む可能性を秘めている。例えば、生態系

管理や水資源管理のような複数主体による適応策と各経済主体によって行われる私的な

適応策の切り分け（Mendelsohn, 2000）や適応の技術移転（Klein et al., 2005; Buob and

Stephan, 2008）等の事例が挙げられる。以上の諸観点について、今後さらなる発展が期待

される。

*10途上国が受け取る所得は (3.19)式で示されているように途上国の被害を低減する効果を有しているため、
本分析で提示した所得移転制度は Adger（2001）の主張する基金を部分的に体現したものと考えることも
できる。
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3.7 補論

3.7.1 (3.6)式の解法

G,H,Lの定義は次の通りである。

G(ZN,ZS, IN,α) ≡ B′N(F′N(ZN)− IN)F′N(ZN)−DZ(Z,αIN) = 0 (3.21)

H(ZN,ZS, IN,α) ≡ −B′N(FN(ZN)− IN)−αDA (Z,αIN) = 0

L(ZN,ZS, IN,α) ≡ BS
′ (FS(ZS))FS

′(ZS)−d′(Z) = 0.

B,F,D,dに関して、B′i > 0, B′′i < 0, F′i > 0, F′′i < 0 (i = N,S), α > 0, DZZ > 0, DAZ = DZA = 0,

DAA > 0 , d′(Z) > 0, d′′(Z) > 0, IN > 0という仮定をおく。これらの仮定に基づいて、次の

ように符号を定められる。

GZN =
∂G
∂ZN

= B′′N(F′N)2 + B′NF′′N −DZZ < 0 (3.22)

GIN =
∂G
∂IN

= −B′′NF′N > 0 (3.23)

GZS =
∂G
∂ZS

= −DZZ < 0 (3.24)

HZN =
∂H
∂ZN

= −B′′NF′N > 0 (3.25)

HIN =
∂H
∂IN

= B′′N −α2DAA< 0 (3.26)

HZS =
∂H
∂ZS

= 0 (3.27)

LZN =
∂L
∂ZN

= −d′′ < 0 (3.28)

LIN =
∂L
∂IN

= 0 (3.29)

LZS =
∂L
∂ZS

= B′′S(F′S)2 + B′SF′′S −d′′ < 0 (3.30)

Gα =
∂G
∂α

= 0 (3.31)

Hα =
∂H
∂α

= −DA−αINDAA (3.32)

Lα =
∂L
∂α

= 0. (3.33)



66

後の計算をし易くするために、Hα の符号を ε ≡ A
DA(Z,A)

∂DA
∂A と結びつける。

Hα = −DA(Z,A)−ADAA(Z,A)

= −DA(Z,A)

(
1+

A
DA(Z,A)

∂DA(Z,A)
∂A

)

= −DA(Z,A) (1− ε) . (3.34)

したがって、

sgnHα = sgn(1− ε) (3.35)

となる。(3.6)式を展開すると、


dZN
dIN
dZS

 = M−1


−Gαdα
−Hαdα
−Lαdα

 , (3.36)

となる。ただし、

M−1=
1
| M | (3.37)

×


HIN LZS −HZS LIN GZS LIN −GIN LZS GIN HZS −GZS HIN
HZS LZN −HZN LZS GZN LZS −GZS LZN GZS HZN −GZN HZS
HZN LIN −HIN LZN GIN LZN −GZN LIN GZN HIN −GIN HZN

 .

である。LIN = Lα = HZS = Gα = 0であるため、次のようになる。



dZN
dα
dIN
dα

dZS
dα

 =
Hα

| M |


GIN LZS

GZS LZN −GZN LZS−GIN LZN

 (3.38)

=
−DA (1− ε)
| M |

×


−B′′NF′N
(
B′′S(F′S)2 + B′SF′′S −d′′

)
(
B′′N(F′N)2 + B′NF′′N

)
d′′−

(
B′′N(F′N)2 + B′NF′′N −DZZ

) (
B′′S(F′S)2 + B′SF′′S

)
−B′′NF′Nd′′

 .
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最後に、|M| < 0を示す。すなわち、

| M |=
∣∣∣∣∣∣∣
GZN GIN GZS
HZN HIN HZS
LZN LIN LZS

∣∣∣∣∣∣∣ =

∣∣∣∣∣∣∣
GZN GIN GZS
HZN HIN 0
LZN 0 LZS

∣∣∣∣∣∣∣ (3.39)

=−LZNGZS HIN + LZS

(
GZN HIN −GIN HZN

)

=−d′′DZZ(B′′N −α2DAA)

+
(
B′′S(F′S)2 + B′SF′′S −d′′

)

× [(B′′N(F′N)2 + B′NF′′N −DZZ)(B′′N −α2DAA)− (B′′NF′N)2]

=
(
B′′S(F′S)2 + B′SF′′S

)

×
[
B′NF′′NB′′N −α2DAAB′′N(F′N)2−α2DAAB′NF′′N −DZZB′′N + DZZα

2DAA

]

−d′′
[
B′NF′′NB′′N −α2DAAB′′N(F′N)2−α2DAAB′NF′′N

]
< 0. (3.40)

3.7.2
dZ∗N
dα ,

dZ∗S
dα , dZ∗

dα の符号

(3.38)式より、

dZ∗N
dα

=
GIN LZS Hα

| M | . (3.41)

となる。GIN LZS < 0と (3.34)式と |M| < 0により

sgn
dZ∗N
dα

= sgn(1− ε). (3.42)

が成立する。同様に、

dZ∗S
dα

=
−GIN LZN Hα

| M | . (3.43)

となる。ゆえに、

sgn
dZ∗S
dα

= −sgn(1− ε). (3.44)

が成立する。以上より、

dZ∗

dα
=

d(Z∗N +Z∗S)

dα
=

GIN Hα(LZS −LZN )

|M| . (3.45)

となる。LZS −LZN < 0であるので、

sgn
dZ∗

dα
= sgn(1− ε). (3.46)

が成立する。
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3.7.3
dW∗N
dα と

dW∗S
dα の符号

W∗N を αについて微分する。包絡線定理と (3.38)式を用いると、

dW∗N
dα

= −DAIN −DZ
dZ∗S
dα

= −DAIN −DZ
B′′NF′NDS

ZZDA(1− ε)
| M |

= −DAIN

(
1+

DZB′′NF′NDZZ

IN | M | (1− ε)
)

(3.47)

となる。

δ =
IN | M |

DZB′′NF′NDZZ
(3.48)

を定義すると

dW∗N
dα

= −DAIN

(
1+δ−1(1− ε)

)
(3.49)

となる。ゆえに、

sgn
dW∗N
dα

= sgn((δ+1)− ε) (3.50)

が成立する。同様にして、

dW∗S
dα

= −d′
dZ∗N
dα

. (3.51)

となる。ゆえに、(3.42)式を用いると

sgn
dW∗S
dα

= −sgn(1− ε). (3.52)

が成立する。
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第 4章

気候安全保障下の緩和援助策と適応
援助策：発展途上国の脆弱人口を視
野に入れて

※本章の分析は、博士論文公表時点において投稿準備の段階にあり、投稿先の著作権に対

する方針が確認できないため、モデル分析の詳細を割愛した縮約版である。

4.1 序論

気候変動の被害は人間社会の脆弱性に深く結びついている（Smit et al., 2001;三村、

2006）。気候変動の影響の空間的範囲は広く、地球全域にわたって各地各様の被害がもた

らされる。国連気候変動枠組条約 (以下 UNFCCC)事務局によると、現在の世界において、

脆弱性が高い国として筆頭に挙げられるのは後発開発途上国である。脆弱性を気候関連の

災害による死亡者数で定義し、国ごとの脆弱性の順位付けを行った Brookset al. (2005)

の研究においても、UNFCCC事務局によって後発開発途上国に挙げられている国々の脆

弱性は軒並み高く表示されている*1。このような脆弱性の高い地域では適応策の必要性が

高い。

財政・技術制約に直面する途上国*2の際立った脆弱性を考慮して、UNFCCC第 4条 4

項では、先進工業国が脆弱性の高い国に対して援助策を実施することが約束されている。

京都議定書第 12条 8項においても、脆弱性の高い途上国の適応策の費用負担の必要性が

規定され、2001年のマラケシュ合意をへてクリーン開発メカニズム（Clean Development

*1 第 2章第 2節の脆弱性の定義にしたがえば、途上国の脆弱性の高さ適応力の低さともいいかえられる。
Haddad（2005)は富・技術・教育・情報・インフラ・資源へのアクセス等の観点で適応力を説明している。
Yohe and Tol (2002）は適応力の支配要因は、資金や設備等の利用可能な資源、人的資源、知識、情報管
理、技術、社会制度、共同体、リスク管理のような社会経済的要素であるとしている。

*2 Parryet al.（2007）、Stern（2007）、World Bank（2006）は、途上国の適応策の課題の 1つとして財政・
技術制約を挙げている。
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Mechanizm: CDM）の収入の一部が適応基金の運営の原資とされることが決められた。つ

まり、適応援助策によって脆弱性の高い途上国の適応力を高めることが昨今の国際的課題

となっている。

しかしながら、発展途上国内にも著しい脆弱性の不均一性が見られる。例えば、大気と

海洋の水循環を介して、洪水や渇水のように大規模かつ長期的な影響を生じさせる気候変

動問題においては、気象災害の発生により土地を追われる人口集団（気候変動避難民）の

存在が顕著である（Warneret al., 2009）。土地という生産要素を剥奪されることは、主に

農業に従事する大多数の家計において、資本・労働を投入する場を失うことに等しい。生

産要素を失えば生産・消費をすることができず、生命維持に支障をきたすことになる。つ

まり、途上国内の気候変動避難民は、生産人口に比して極めて脆弱性が高いと考えられる。

近年、人間の安全保障の観点から脆弱層に向けた適応援助策を実行することが望まれて

いるが、気候の安全保障の視点に立てば、温室効果ガス（GHG）を削減する緩和援助策

（例えば、CDM事業）も必要不可欠である（環境省、2007）。つまり、衣食住のような基

本的ニーズを欠く途上国の脆弱層を適応援助策によって直接的に支援するだけでなく、途

上国のエネルギー効率の向上（緩和援助策）による大気の安定化を通じて間接的に脆弱層

に正の便益を生じさせるという方向性が示されている。それゆえ、先進国から途上国への

援助策における緩和策と適応策の資金分配のあり方が問題となるのである。

先行研究の多くは単一主体の意志決定における緩和策と適応策の相互関係を論じたも

のである*3が、近年国際的な文脈の中に両者を位置づけた研究が増えている。Buob and

Stephan (2011)では、複数国を想定した上で各国の特徴を環境質と所得で表示し、それ

らの水準に応じた緩和策と適応策の最適反応のあり方が分析された。Buob and Stephan

(2008)は、初めに先進国から途上国への適応援助策が講じられ、それを受けて両国の緩和

行動が決定するという設定の中で、適応援助策と途上国の緩和策に補完性と代替性がある

場合が生じることを示した。Onuma and Arino (2011)では、先進国において適応策の技術

革新が生じた場合の、先進国の緩和策と途上国の緩和策および各国の厚生に及ぼす影響が

分析された。それに加えて、先進国から途上国への所得移転制度により各国の厚生を改善

する結果が得られることが証明された。

しかしながら、以上の先行研究では、援助の分配については考察されていない。した

がって、本章の分析では、先進国から途上国への援助策における緩和策と適応策の資金

*3 Kane and Shogren (2000)は他国の緩和策を外生的においた 1国モデルによって、気候変動リスクが高
まった際に適応策を増加させるか緩和策を増加させるかという問題を考察している。限界的な被害低減に
関して両者が補完的か代替的であるかの仮定に依存することが確認された。同じく 1国モデルの枠組みの
中で、不確実性と学習、不可逆性を考慮した際に適応策が不可逆性制約を弱める効果を有することによっ
て緩和策が低下することを示したのは Inghamet al. (2007)である。Lecocq and Shalizi (2007)は、適応策
を事前適応策と事後適応策の 2種類に分けた上で、適応策と緩和策の最適分配の条件を導出した。一連
の研究に一貫する論点は、緩和策と適応策が補完的手段か代替的手段かというものである。Inghamet al.
(2005)は、様々な状況を比較し、適応の限界費用が緩和の程度に依存する場合を除いて両者は代替的手段
であると論じている。
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分配の望ましいあり方を示すことを目的とする。分析方法としては、Buob and Stephan

(2008)および Onuma and Arino (2011)のモデルを参照し、それらを主に 2つの点で拡張

する。

第 1に、途上国の人口描写についてである。Buob and Stephan (2008)の途上国の設定

が適応援助策の受け手であるというものに止まるのに対して、本稿では脆弱層を擁する 2

つの人口集団を想定する*4。「適応力は、根本的に脆弱な人々を社会的な意志決定構造の

中でどのように取り扱うかという倫理的判断に依存する」と考えられる為である (Adger

et al., 2009, p.350)*5。本稿の分析では、脆弱層を非生産人口と定義する。ゆえに、もう

一方の人口集団は生産人口と考えられる。脆弱層は、具体的には気候変動による避難民や

低賃金のインフォーマルセクターに従事する都市のスラム住民を指す。要するに、生活に

最低限必要な所得を得られないことで、適応力が著しく不足している人口集団ということ

である。その意味では、概念上、貧困層とも重複する領域を有すると考えられる (World

Bank, 2008)。

第 2に、援助策の分配のあり方を論じるため、本分析においては援助策を緩和策と適応

策の 2種類に分類する。緩和援助策については、CDM事業や ODAを通じたエネルギー

効率向上（省エネルギーと代替エネルギーの普及）を考える*6。既述の通り、脆弱層は生

産を行わないため、途上国の非脆弱層、すなわち生産部門に属する人口に向けて緩和援助

がなされるものとする。他方で、適応援助は脆弱層の適応策にあてられ、公共財として

の役割を果たすものとする。例えば、海面上昇に対して脆弱なことで知られるバングラ

ディシュの国家適応行動計画によれば、海岸線の植林、水資源管理、早期警報システム、

氾濫原における洪水・サイクロンシェルター等の公共財的な適応策が優先的対策として掲

げられている (Ministry of Environment and Forest Government of the People’s Republic of

Bangladesh, 2005)。他にも、Mendelsohn（2000）は、生態系管理や灌漑水管理、洪水・津

波対策の護岸整備における公共性を指摘している。

分析結果は、援助の分配比率を決定する主体（先進国、途上国または両国）に応じて 3

つの場合に分かれる。第 1に、先進国が分配比率を決定する場合は、自国にも便益が及ぶ

ように途上国における緩和水準が増加するよう緩和援助の分配比率を増加させる。その結

果、すべての援助資金が途上国の緩和事業に回されることになる。第 2に、途上国が分配

*4 Onuma and Arino (2011)でも途上国は財政制約ゆえ自ら適応策を講じられないという設定に止まってい
る。ただし、Onuma and Arino (2011)の適応援助策において強調された効果は、先進国において適応策に
課税されると緩和策が促進され、結果的に途上国に正の便益が及ぶというものである。つまり、途上国が
適応援助を受給し自国で適応策を実施することに主眼があるわけではない。

*5 Warneret al. (2009)によれば、脆弱性の高い気候変動避難民の対策は、「人間の安全保障 (human security)」
の観点から人間の尊厳と基本的人権の保護と共に成されるべきであるとされている。

*6 CDMは京都議定書 12条で規定されており、国際排出権取引と共同実施 (JI)とならび京都メカニズムの 1
つである。CDMは途上国の持続可能な開発と危険でない水準に世界の GHG濃度を安定化させることを
目的として、主に民間事業主体によって行われる GHG削減（緩和）事業である。
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比率を決定する場合は、先進国の温室効果ガス排出増加による不便益と援助そのものから

得られる便益の多寡に応じて分配比率の選択がなされる。具体的には、生産人口に支給さ

れる緩和援助と脆弱人口に支給される適応援助の便益の多寡に応じて分配比率が調整され

る。第 3に、先進国と途上国が協力的に分配比率を決定する場合は、緩和策にも適応策に

も援助資金が偏ることはなく、その水準は途上国単独で決定する分配比率よりも高くなる

（緩和援助策の比率が高くなる）。以上のように、途上国は脆弱人口の適応策に、先進国は

生産人口の緩和策に援助するインセンティブを有していることが示される。この結果、両

国の利害が均衡する水準（協調解）は、その両方のインセンティブが調和する点、すなわ

ち、先進国単独で決める第 1の場合の分配比率と、途上国単独で決める第 2の場合の分配

比率の中間のいずれかの比率として実現すると解釈できる。

続いて、途上国での緩和事業（具体的には、CDM事業）による収入の一部を適応基金

に回す政策の効果も検証した。第 1に、先進国では、適応基金に回す割合にかかわらず、

すべての資金を緩和援助に回すことになる。これは、CDM事業による収入に加えて、途

上国の緩和水準の上昇の限界便益を常にえることができるためである。第 2に、途上国が

選択する分配比率は、適応基金に回す割合が増えるにしたがって、増加する。大事なこと

は、ある一定の水準をすぎると分配比率は減少するものの、適応基金がない場合に比べて

適応基金が存在することにより必ず途上国が緩和援助を求めるインセンティブが高まるこ

とである。第 3に、両国が分配比率を選択する場合も、適応基金の導入によって途上国に

緩和援助を増やすインセンティブが加わり、先進国が求める分配比率に多少なりとも近づ

く。以上から、適応基金の存在により、南北のインセンティブの乖離が縮小するものと解

釈することができる。

本稿の構成としては、まず次節でモデルを示す。第 3節で、2段階ゲーム（第 1段階で

援助の分配比率を決定し、第 2段階で各国の GHG排出水準を決定）の各段階の最適行動

の性質を調べる。第 4節で、適応基金の導入の効果を検証する。第 5節で、今度の課題と

ともに結論を述べる。

4.2 モデル

世界経済は先進国と途上国の 2地域からなるものとする。先進国の人口、途上国の人口

はともに外生的に与えられるものとする。途上国の人口は、さらに脆弱人口と生産人口の

2つの人口集団に分けられる。脆弱人口は、生産活動を行っていない気候変動避難民やス

ラム住民をさし、生産人口は生産部門で労働する人口をさす。生産人口だけが排出するも

のと仮定する。先進国では全員が生産をし、途上国では生産人口だけが生産をするものと

する。先進国と途上国が生産する財は同一であるが、生産過程と生産物の分配のあり方が

異なる。
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先進国では、生産物の生産過程で GHGを排出するものとし、生産関数を GHG排出の

関数として定義する。GHG排出量は人口と 1人あたり GHG排出量の積で表される。生

産関数は 2階連続微分可能であるとして、生産に関する収穫逓減の仮定をおく。先進国

は、生産物を自国の消費と途上国への援助に分配する。援助総額のうち一定割合が途上国

の生産人口、すなわち生産部門の緩和資本（省エネルギー化や再生可能エネルギー使用の

ための資本財）に投資され、残りが脆弱人口の適応資本（サイクロンシェルター、堤防、

環境保全林などの人工資本および自然資本）に投資される。援助総額に対する緩和援助の

割合を θとおく。先進国の生産物の分配方法は

生産物 =消費+援助 =消費+緩和援助+適応援助 (4.1)

=消費+ θ×援助+ (1− θ)援助 (4.2)

となる。国際的な排出権市場の存在を仮定すると、緩和援助により削減した排出量は、排

出権市場において売却することのできるクレジット（排出権）となる。本稿においては、

緩和援助はリターンの有無に関わらず拠出される無償援助と考えるが、民間企業が緩和資

本へ投資するインセンティブが存在する条件を明示すると、

緩和投資の収入（排出権売却収入）>緩和投資額 (4.3)

が成立するときである。

途上国では、生産過程で排出される GHGと先進国からの緩和援助を生産要素にして生

産を行うものと仮定する。生産関数は 3階連続微分可能であるとして、生産に関する収穫

逓減の仮定をおく。途上国の生産部門における 2つの生産要素である途上国の GHG排出

量と先進国の緩和援助額が相当する GHG排出量は、完全代替の関係にあると仮定してい

る*7。ある一定の生産規模を保つ場合を考えると、緩和援助額が相当する GHG排出量を

余分に排出する必要がなくなるため、緩和援助額が増加すれば GHG排出を抑えつつ同生

産水準を達成できるものと考える*8。生産物の分配方法は、次のように生産人口と脆弱人

口の 2通りに分けられる。

生産人口：生産物 =消費 (4.4)

脆弱人口：初期賦存資源+適応援助 =消費. (4.5)

生産人口は自ら生産した財を消費する。脆弱人口の消費は、外生的に与えられる最低限の

生活物資と洪水対策としての堤防や環境保全林のような適応援助の加重平均で定義され

る。途上国内で、生産人口の生産した財が脆弱人口には行き渡らず、脆弱人口の消費はす

*7 緩和資本は、火力発電の化石燃料エネルギーを代替する水力発電所や風力発電機のような代替エネルギー
資本であると想定しており、エネルギー単位であれ排出単位であれ、生産要素として完全代替的にとりあ
つかうことができる

*8 緩和援助策が、途上国の人口とは無関係に総額で生産に寄与しているのは、CDM投資による技術伝播や
技術移転が公共財の性質を有していることによる。
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べて国連難民高等弁務官事務所 (UNHCR)のような国際機関による緊急援助や適応基金な

どの国際的な適応援助策に依存していることになる。気象災害に直面し土地や資本を失っ

た気候変動避難民は生産できないだけでなく、難民キャンプのように隔絶された場所に住

むことが多く地元政府の公共サービスや経済発展の恩恵に十分に与れないという状況を描

いている。

各国は消費によって便益をえる。先進国の便益関数を消費の関数として定義し、途上

国の生産人口および脆弱人口の便益関数についても、それぞれ消費の関数として定義す

る。どの消費の便益関数についても、限界便益逓減と 3階連続微分可能性の仮定をおく。

両国からの GHG排出によって温暖化が進行し気候変動被害が生じる。そのため、両国の

GHG排出量の和の関数として、先進国、途上国の生産人口、途上国の脆弱人口それぞれ

の被害関数が定義される。3階連続微分可能性と被害逓増を仮定する。

先進国と途上国の厚生は、消費の便益と環境被害の差として定義される。ただし、先進

国は、それらに加えて緩和援助によって獲得するクレジット（排出権）売却収入をえる。

途上国の厚生は生産人口と脆弱人口の厚生の和からなり、それぞれの厚生は人口比率で重

みづけされる。

以上のモデルを用いて、先進国から途上国への援助策の最適分配比率と各国の緩和策の

水準について検証する。その際、基本的には Buob and Stephan（2008）と類似した行動順

序を想定する。すなわち、

0. 先進国が所与の援助額を拠出する。

1. 先進国、途上国、あるいは先進国と途上国の両国が緩和援助策と適応援助策の最適

分配比率を決定する。

2. 先進国と途上国が GHG排出水準を決定する。

ただし、最適分配比率の決定は Buob and Stephan（2008）では行われていない。本章の研

究の貢献はこの点にある。

4.3 最適な援助分配比率と GHG排出量

この節では、緩和援助策と適応援助策の効率的な援助分配比率と、それに応じた各国

および世界の GHG排出量の水準を考察する。先進国が拠出する所与の援助額の下で、先

進国、途上国、および両国で援助分配比率を決定する 3つの場合を想定する*9。援助額を

*9 京都議定書第 12条 8項の規定を根拠にマラケシュ合意を経て設立された適応基金においては、従来の適
応関連基金が先進国の任意の決定に依存していたのに対して、途上国の側からプロジェクトを申請するこ
とが可能となった。この点で、先進国が援助比率を決定できる場合と途上国が援助比率を決定できる場合
を分けて考える必要がある。また、ODAは政府間での交渉によりプロジェクト選定と資金拠出を行うこ
とが基本であることや、Klein et al. (2005)が紹介している二国間の適応資金援助や技術供与等では両国
の協力が前提とされていることなどから、先進国と途上国が協調的に援助分配比率を決定する状況を考察
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所与として、第 1段階での最適分配比率*10の決定を行い、第 2段階で先進国と途上国が

GHG緩和策について決定するものと考える。この問題は、2段階ゲームとして定義され、

後ろ向きに解かれる。

4.3.1 第 2段階：GHG排出量の決定

第 2段階では、先進国と途上国は援助の分配比率を所与として GHG排出水準を選択す

る。Buob and Stephan（2008）や Onuma and Arino（2011）に則って、排出削減に関する

国際合意は想定しない。当段階における均衡は同時ゲームナッシュ均衡となる。先進国と

途上国は互いに相手の行動を所与として、自国の厚生を最大化するように 1人あたり排出

水準を選択する。したがって、先進国の最適化問題は、生産物の分配条件を満たしつつ、

1人あたり排出量について厚生を最大化することである。一方、途上国の最適化問題は、

分配条件を制約条件として、1人あたり排出量について厚生を最大化することである。

内点解を仮定すると、以上の最大化問題の 1階の条件は

先進国：限界便益−限界被害 = 0 (4.6)

途上国：生産人口の限界便益−生産人口の限界被害
+脆弱人口の限界便益−脆弱人口の限界被害 = 0 (4.7)

となる。生産関数、便益関数、被害関数の形状に関する仮定により、2階の条件を満たす。

それゆえ、解の一意性は保証されている。先進国では、GHG排出の限界便益と限界被害

が一致する水準で均衡排出量が定まる。途上国では、生産人口の限界純便益（限界便益と

限界被害の差）と脆弱人口の限界被害が一致する水準で均衡排出量が決まる。この連立方

程式から導出される均衡排出量はナッシュ均衡解であり、援助の分配比率、援助額、先進

国の人口、途上国の人口、脆弱層の人口、国際的な排出権価格、緩和投資の GHG換算係

数の関数として求められる。また、生産関数、便益関数、被害関数の形状に関する仮定に

より、ナッシュ均衡解の一意性も保証される。

1階の条件を全微分して整理することで、援助の分配比率と各国の 1人あたり排出量に

ついて、以下のような結果をえる。

• 生産関数、便益関数、被害関数の形状に関する仮定の下、緩和援助策の分配比率 θ

の増加（適応援助策の分配比率の減少）が各国 1人あたり排出量および総排出量に

与える効果は次のように決まる。(1)先進国の 1人あたり排出量については、必ず

増加する。(2)途上国の 1人あたり排出量については、必ず減少する。(3)両国の

することも必要である。
*10本章の分析で「最適分配比率」と呼ぶ比率は、先進国が拠出する援助額は所与である点において、厳密に
は「次善の最適分配比率」であることに留意されたい。
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1人あたり排出量については、必ず減少する。人口は外生的であるため、(1)、(2)、

(3)の関係は総排出量についても該当する。

緩和援助策の分配比率が上昇すると、GHG排出効率が向上するため途上国の均衡排出

量は低下する。途上国の GHG排出量の減少に応じて、先進国では緩和策の限界便益より

も消費の限界便益が高まり、先進国では GHG排出量を増加させ、生産および消費を増

加させる。つまり、南北で同時に緩和が進むことはない。つまり、第 2段階のゲームは、

GHG排出量において戦略的代替の関係にあるといえる。

世界の排出量の変化が負であることは、途上国の排出量の変化が先進国のそれをつねに

上回ることを意味する。これは反応曲線の傾きによるもので、生産関数、便益関数、被害

関数の形状に関する仮定から導かれるものである。

以上の分析では、所与の援助分配比率が上昇した場合の第 2段階における GHG排出量

の変化の性質を明らかにした。この比較静学の結果を前提として、第 1段階で、各国が単

独または共同で効率的な援助の分配比率 θを選択する問題を考察する。

4.3.2 第 1段階：援助の分配比率の決定

前節では、第 2段階で南北各国が非協力的に行動する状況において、援助の分配比率が

増加したときに各国の均衡排出量がどのように変化するかを分析した。本節では、各国の

GHG緩和策に関する行動を予測して、その前段階（第 1段階）でどのように効率的な援

助の分配比率を決定するかの性質を調べる。援助の分配比率を決定する主体としては、先

進国、途上国、および両国の 3通りを考える。

第 1に、先進国が援助の分配比率を選択する状況を考える。ここでの先進国の問題は、

(4.6)式と (4.7)式を制約として先進国の厚生を最大化させる援助の分配比率 θ ∈ [0,1] を

選択することである。第 2段階において定まる GHG排出量の組（先進国の排出量と途上

国の排出量）は、第 1段階で選択する θの水準に影響される。つまり、各国の排出量は θ

の関数になる。

先進国の 1階の条件を (4.6)式に注意して整理すると、

緩和援助の限界便益+排出権売却の限界収入 > 0 (4.8)

となる。先進国の限界純便益は常に正となり、0≤ θ ≤ 1に注意すると援助の分配比率は端

点解となる。先進国が決定する援助の分配比率を θ∗n とすると、θ∗n = 1をえる。左辺第１

項は緩和援助による途上国の GHG削減が先進国におよぼす限界便益、第２項は緩和援助

の収入による限界便益である。

第 2に、途上国が援助の分配比率を選択する状況を考える。途上国の問題は、(4.6)式

と (4.7)式を制約として途上国の厚生を最大化させる援助の分配比率 θ ∈ [0,1]を選択する
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ことである。

途上国の 1階の条件を、(4.7)式に注意して整理すると、

生産人口の限界純便益+脆弱人口の限界純便益 = 0 (4.9)

となる。左辺第 1項は、緩和援助の分配比率増加による生産の排出効率増加の限界便益

（第 1要素）と援助分配比率の上昇に伴う先進国の GHG排出量増加による生産人口の限

界不便益（第 2要素）からなる。左辺第 2項、つまり脆弱人口の限界純便益は、援助分配

比率の上昇による適応援助策分配比率の低下による限界不便益（第 1要素）と、それに伴

う先進国の GHG排出量増加による限界不便益（第 2要素）から構成されている。左辺第

1項の第 1要素は正となり、それ以外は全て負となる。それゆえ、内点解の存在を仮定す

ると、途上国が決定する援助の分配比率は θ∗s ∈ (0,1)となる。途上国が決定する援助の分

配比率を θ∗sとする。

生産人口と脆弱人口の分布は、分配比率の値に影響を与える。脆弱人口が十分に多けれ

ば、脆弱人口の負の限界純便益が大きく評価され最適分配比率は低い水準となる。

第 3に、先進国・途上国が協力して援助の分配比率を選択する状況を考える。この場

合、先進国と途上国は、(4.6)式と (4.7)式を制約として両国の厚生の和を最大化する援助

の分配比率 θ ∈ [0,1]を選択する。第 2段階においては非協力的に排出量を決定するゲー

ムが行われるのに対して、援助の分配比率については南北が協力的に選択する状況を表し

ている。

1階の条件を (4.6)式と (4.7)式に注意して整理すると、

緩和援助の限界便益+排出権売却の限界収入

+生産人口の限界純便益+脆弱人口の限界純便益 = 0 (4.10)

となる。この式から、両国が決定する援助の分配比率を θ∗n+sとするとき、内点解 θ∗n+s> 0

をえる。第 1項と第 2項は先進国の限界純便益であり、第 3項、第 4項は途上国の限界純

便益である。(4.9)式の左辺に (4.8)式の左辺の 2項 (ともに正)が加わることで、限界純便

益が増加する。それゆえ、内点解を仮定すると、均衡解 θ∗n+sは θ∗sより高い水準となる。

ゆえに、以下の結果をえる。

• 生産関数、便益関数、被害関数の形状に関する仮定の下、援助の最適分配比率は次
のように定まる。先進国の定める分配比率を θ∗n、途上国の定める分配比率を θ∗s、両

国の定める分配比率を θ∗n+sとすると、0< θ∗s < θ∗n+s< θ
∗
n = 1となる。

第 1段階での援助の分配比率は、第 2段階で非協力的に決定される GHG排出量の変化

を制約にして選択される。第 1に、先進国の意思決定の下では、援助の分配比率の増加に

よって途上国の GHG排出量が減少し、かつ CDM投資の収入をえられるため、すべての
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資金が緩和策に援助されることになる。第 2に、途上国の意思決定について考える。大気

という環境を通じた便益と援助による便益を分けて考えることができる。途上国は、先進

国の GHG排出量の増加によって気候変動被害という形で不便益を受け取る一方で、緩和

策ないしは適応策に投資される援助による便益を享受する。援助の分配比率の増加にとも

ない、生産人口の生産エネルギー効率上昇の便益を享受するが、脆弱人口の居住地域にお

ける適応策がその分減少するという不便益が発生する。したがって、途上国の選択する援

助の分配比率が、0と 1の間に収まるのは、生産人口と脆弱人口間で援助資金の限界便益

がバランスするように選択されるためである。第 3に、両国の協調解は、先進国と途上国

が単独で選択する分配比率の中間のいずれかの水準となる。

4.4 適応基金の下での最適な援助分配比率と GHG排出量

ここまでの議論では、CDM事業による収入（排出権売却収入）の 2%を途上国の適応

策に回すという現行の適応基金の存在を考慮していない。ゆえに、本節では適応基金を導

入した場合に、各国の決定する最適な援助分配比率はどのように変化するかを考察する。

先進国の緩和援助の収入のうち一定の割合 τ ∈ [0,1]が途上国の脆弱人口の適応策のた

めに使われるものとする。すると先進国の厚生から、τ×「緩和援助の収入」が差し引か

れ、途上国の脆弱人口の便益に追加されることになる。

まず、第２段階の GHG排出量の決定のための条件は、前節の状況と変わらない。すな

わち、(4.6)式と (4.7)式となる。次に、第１段階の最適な援助分配比率について、前節の

ように、援助の分配比率を決定する主体として先進国、途上国、および両国の 3通りを考

える。所与の τおよびその他の外生変数の下で、先進国の厚生、途上国の厚生、ならびに

両国の厚生をそれぞれ最大化する θを選択する問題を解くことになる。

第 1に、先進国が援助の分配比率を選択する状況を考える。先進国の 1階の条件を (4.6)

式に注意して整理すると、

緩和援助の限界便益+ (1−τ)×排出権売却の限界収入 > 0 (4.11)

をえる。(4.8)式との違いは左辺の第２項だけである。収入の一部が途上国に移転される

が、GHG削減の便益がえられるかぎり、依然として左辺第１項も第２項も正となるため、

0≤ θ ≤ 1に注意して、援助の分配比率は θ∗n = 1となる。τの値に関わらず全ての援助資金

を緩和援助策に回すことになる。すなわち、θ∗n|τ=0 = θ∗n|τ>0 = 1。

第 2に、途上国が援助の分配比率を選択する状況を考える。途上国の 1階の条件を

(4.7)式に注意して整理すると、(4.9)式の左辺の限界純便益に τ× (排出権売却の限界収

入) が追加されることになる。これが適応基金の限界便益である。結果として、適応基

金を考慮しない場合に比べて、途上国が求める援助分配比率 θ∗s は増加する。すなわち、

θ∗s|τ=0 < θ
∗
s|τ>0。
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第 3に、先進国・途上国が協力して援助の分配比率を選択する状況を考える。両国の厚

生の和を最大化するための 1階の条件を (4.6)式と (4.7)式に注意して整理すると、(4.10)

式の左辺の排出権売却の限界収入から τ× (排出権売却の限界収入)が引かれ、(4.10)式の

左辺の脆弱人口の限界純便益に τ× (排出権売却の限界収入)が追加される。これは CDM

課徴金による先進国の収入減少と適応基金による途上国の収入増加の限界効果を表してい

る。さらに、CDM課徴金が適応基金を介して適応援助に回されることにより、緩和援助

の分配比率が高まった場合の適応援助の損失額を抑制する正の効果が生まれる。このこと

から、適応基金を考慮しない場合に比べて、途上国が求める援助分配比率 θ∗n+sは増加す

る。すなわち、θ∗n+s|τ=0 < θ
∗
n+s|τ>0。

以下の結果をえる。

• 生産関数、便益関数、被害関数の形状に関する仮定の下、適応基金を導入すると援
助策に関する最適分配比率は次のように定まる。

0< θ∗s|τ=0 < θ
∗
s|τ>0 < θ

∗
n+s|τ=0 < θ

∗
n+s|τ>0 < θ

∗
n|τ=0 = θ∗n|τ>0 = 1.

ただし、先進国の定める分配比率を θ∗n、途上国の定める分配比率を θ∗s、両国の定め

る分配比率を θ∗n+sとする。

4.5 結論

本章では、緩和策と適応策の援助のあり方について考察した。本研究では、途上国の人

口を明示的に表し脆弱人口と生産人口に区分した上で、援助の分配比率を求めた。分配比

率にとどまらず、その分配比率に応じて南北各国が互いに戦略的に行動したときにどのよ

うな GHG排出行動をとるかという点まで考察対象とした。先進国と途上国は、大気とい

う地球公共財と気候変動援助策（緩和策と適応策）の両面において、相互に結びついてい

るためである。

分析結果は、援助の分配比率を決定する主体（先進国、途上国または両国）に応じて 3

つの場合に分かれるが、途上国の人口分布が結果に影響する点が特徴的である。第 1に、

先進国が分配比率を決定する場合は、自国にも便益が及ぶように途上国における緩和水準

が増加するよう緩和援助の分配比率を増加させる。その結果、すべての資金を緩和策に援

助することになる。第 2に、途上国が分配比率を決定する場合は、先進国の温室効果ガス

排出増加による不便益と援助そのものから得られる便益の多寡に応じて分配比率の選択が

なされる。具体的には、生産人口に支給される緩和援助と脆弱人口に支給される適応援助

の便益の多寡に応じて分配比率が調整される。第 3に、先進国と途上国が協力的に分配比

率を決定する場合は、緩和策にも適応策にも援助資金が偏ることはなく、その水準は途上

国単独で決定する分配比率よりも高くなる（緩和援助策の比率が高くなる）。以上のよう
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に、途上国は脆弱人口の適応策に、先進国は生産人口の緩和策に援助するインセンティブ

を有していることが示される。この結果、両国の利害が均衡する水準（協調解）は、その

両方のインセンティブが調和する点、すなわち、先進国単独で決める第 1の場合の分配比

率と、途上国単独で決める第 2の場合の分配比率の中間のいずれかの比率として実現する

と解釈できる。

続いて、途上国での緩和事業（具体的には、CDM事業）による収入の一部を適応基金

に回す政策の効果も検証した。第 1に、先進国では、適応基金に回す割合にかかわらず、

すべての資金を緩和援助に回すことになる。これは、CDM事業による収入に加えて、途

上国の緩和水準の上昇の限界便益を常にえることができるためである。第 2に、途上国が

選択する分配比率は、適応基金に回す割合が増えるにしたがって、増加する。大事なこと

は、ある一定の水準をすぎると分配比率は減少するものの、適応基金がない場合に比べて

適応基金が存在することにより必ず途上国が緩和援助を求めるインセンティブが高まるこ

とである。第 3に、両国が分配比率を選択する場合も、適応基金の導入によって途上国に

緩和援助を増やすインセンティブが加わる。まとめると、適応基金の存在により、南北の

インセンティブ構造のギャップを埋める効果が働くことを確認することができた。

気候変動政策の経済学的研究の中で、南北の緩和策を内生化した上で先進国から途上国

への援助を対象としたものは、筆者の知る限りでは、Buob and Stephan (2008)と Onuma

and Arino (2011)しかない。しかし、彼らの分析では、人口集団を区別しておらず援助策

の途上国における分配を論じていない。亀山（2010）も指摘するように、昨今の中国、イ

ンド、NIES諸国のように急速に経済発展を遂げる国々と後発開発途上国のような国々を

一概に「南」という枠組みに押し込めて論じることは現実から多分に乖離した仮定である

点を直視しなければならない。そこで、本研究では、途上国を脆弱人口と生産人口に分類

した。この分類は、低所得国と高所得国というような国家による分類ではない点が重要で

ある。この仮定は、第 2章の研究でも明らかにされているように、脆弱性が往々にして貧

困と結びつき、衣食住などの基本的ニーズを欠く生活者の厚生と密接に関連している事実

に基づいている。従来、経済分析の対象とされてこなかった気候変動避難民やスラム住民

のように、生産経済から分断され対外援助に強く依存せざるをえない存在を、明示的に分

析に組み入れた点が本研究の貢献といえる。

ただし、Warneret al.(2009)が指摘しているように、気候変動避難民の発生は動的現象

であり、生産人口から脆弱人口、あるいは脆弱人口から生産人口という両方向の人口移動

がありうる。世界銀行が提示している開発政策は、脆弱人口をいかに減らし、就業人口を

増加させ、当該国が堅調な経済成長を遂げていくかというものである。ゆえに、このよ

うな人口移動や先進諸国への気候変動難民の流出という問題は今後の研究課題である*11。

*11所得上昇をもたらし脆弱人口から生産人口へ質的転換を促す効果を有する適応策は、開発政策としての性
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ただ、本研究が立脚している適応策と緩和策の両立の発想は、国際的な開発政策の分析に

対して大気を通じた環境効果を考慮することによる、そして国際的な気候変動政策の分析

に対しては開発政策の効果を考慮することによる新たな視点を与えていると考えられる。

質をもつ。例えば、適応援助資金の分配と現地でのプロジェクト実施と指導を担う世界銀行はそうした視
点を有している（World Bank, 2003; World Bank, 2006; World Bank, 2008）。現場では、所得や技術、知識
の側面から適応力を向上させ、中長期的に脆弱人口の所得増加や雇用増加の機会をもたらすような適応援
助策が求められているのである。開発の視点は、UNFCCC第 4条 7項に見られる経済・社会開発と貧困
撲滅の必要性の記述にも端的に表れている。Warneret al.(2009, p.5)も「脆弱人口の気候変動被害への抵
抗力 (resilience)を高めることで避難民の数を減少させられる」ことに言及している。以上のような適応
援助策の分析は今後の課題である。
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あとがき

今私が博士論文のあとがきを執筆していることを一体誰が予想できたであろうか。私が

慶應義塾大学経済学部に入学したのは 2001年 4月のことである。当時高校を卒業したば

かりの自分には、その後の 11年間の慶應義塾での学生生活を想像することは到底できな

かった。とりわけ、7年間におよぶ大学院での研究生活を適切に説明する言葉を私は持ち

合わせていない。一人の大学院生としてではなく、人間として、己の弱さと限界にぶつか

り続けた 7年間であり、今その記憶を辿るときにも、刻一刻と過ぎ去っていく日々の中で

味わった痛みを思い出さずにはいられない。

2005年 4月、環境経済学を志し勇んで進学した大学院の入学式で、当時塾長であられ

た安西祐一郎先生は「初志貫徹」の言葉を入学生に贈られた。しかし、その言葉のもつ意

味をまだ知らぬまま、私は研究生活を開始したのであった。たしかに、学部のゼミで環境

政策について学んだ私は、経済学の理論を習得する必要性を切実に感じていた。また地球

温暖化問題を解決するために尽力したいという情熱も有していた（と記憶している）。だ

が、現実は予想を上回る困難を私に突き付けた。ミクロ経済学上級の講義に初めて出た時

の衝撃は未だ忘れることはできない。経済学の理論を本当の意味で理解していない自分に

直面した瞬間であった。それまで生きてきた土台がガラガラと崩れおちるような衝撃に見

舞われたあの時に、本当の自分との闘いが始まった。

政策と理論を両面から追究することを、私は目指してきた。学部時代に、環境効果、(政

治的)実現可能性、効率性、衡平性の 4つの要素が環境政策の判断基準であることを学ん

だ。公共政策を立案し執行するまでの政策の過程について包括的に論じることを許された

学部ゼミにおいて、私には一つの疑問が生まれた。それは、効率性と衡平性とは何かとい

う問いである。環境効果や実現可能性については読んで字のごとくであるのに対して、効

率性と衡平性は、抽象度が高く捉え難い概念であると直感した。汚染物質を削減するさい

に用いられる環境政策の経済的手法の一つである環境税ともう一つの手段である排出権取

引の制度を支える概念として、私は効率性を学んだ。所与の環境政策の目標を最小限の費

用負担で達成できるという点で効率的な政策としてそれらを学んだ。ところが、限界費用

曲線と限界便益曲線の交わる点で表現される「均衡」が、真の意味で、何を意味している

のかについて無感覚である自分に薄々気づいていた。「均衡」の性質について無頓着なま
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まであっても、たしかに政治的に実現可能で費用対効果も優れた対策を提示することは可

能であろう。しかし、私には「効率的である」という言葉の意味を実感をもって味わって

いない以上、そのような政策を提示してはいけないのではないかというささやきを常に感

じていた。このことが、大学院で経済学の理論を学ばなければならないという自覚を促

した。

ところが、地球的な規模の気候変動問題は、なかなか実感を得るのが難しく、分析にお

いて路頭に迷うことがしばしばであった。いくら猛暑やゲリラ豪雨のような局所的かつ身

近な気象現象が起きたとしても、その一事例に触れただけで世界へと一般化することはで

きないためである。さらに、たった一文字の記号に、先進国、途上国を含めてどれだけの

人々の生活がかかっているかもわからないままに国民経済の特徴を表すマクロ変数を定義

することに抵抗を感じた。理論が対象とする世界と大学院入学当初 20代前半の自分の生

活実感があまりに乖離していたのである。私の時間・空間に対する認識領域は、国家・地

域・人種・民族・文化などの人間社会の枠組みを超越する気候変動問題の広がりに及んで

いなかった。

それよりも何よりも私を苦しめたのは、経済理論を構築する営みによって、現実の社会

が変わるのかどうかという問いかけであった。私がいくら計算をしようと、もしそれが現

実社会とかけ離れているとすれば空を打つような行為となってしまうのではないか、とい

う心の声と日々闘うこととなった。今思えば、これは学問、学術的探求とは何かという問

いでもあったように思う。実利的な動機ではなく純粋な知的探求心に基づいて、現象間の

因果関係を解明しようとするのが科学的学問のあり方であると言えるかもしれない。しか

し、経済学は、やはり現実の経済社会を曲がりなりにも善い方向へと改善しようとする動

機を包摂してもいる（と今私は感じている）。そうである以上、現実に対する示唆を含む

理論を構築する必要があることになる。この問いかけに対する解答を未だ私は持ち合わせ

ていないが、理論と現実、理論と政策の狭間で喘ぎながら大学院で過ごした日々は、私に

とってかけがえのない時間である。

大学院に同期で入学した一ノ瀬大輔専任講師には、基本的質問から論文構成の段階まで

諸処の場面で助けていただいてきた。私の拙い発表にも真剣に耳を傾け、真摯に助言をし

て下さった。同じく、同期入学をした澤田英司助教は、私が悩んでいる時、分析の可能性

を切り開くために時間をかけて私と議論をして下さった。諦めそうになる時に幾度となく

激励していただいてきた。

研究室の先輩からも多くの学恩を受けてきた。富山大学極東地域研究センターの山本雅

資准教授には、大学院入学当初から様々な形で相談に乗っていただき、進路や研究につい

て多くの助言をいただいた。坂上紳助教は、当初経済理論の基本さえおぼつかないこの者

の言葉にさえ耳を傾け、問題解決の糸口を丁寧に示して下さった。一切の妥協なく徹底的

に経済学と向き合うひたむきな姿勢から、私は多くのことを教えられてきた。
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経済学部の細田衛士教授と指導教授の大沼あゆみ教授から受けたご指導は生涯の財産で

ある。まず、大沼教授は、別の環境政策のゼミで学んできた私を快く学徒として受け入れ

て下さった。長きにわたり、決して一人前とは呼べない歩みをしてきたにもかかわらず、

この者の可能性を最後まで信じていて下さった。大沼教授の自然と生物、そして経済学へ

の思いの深さから多大な恩恵を受けてきた。そして、細田衛士教授は、大学院において原

因不明の悩みに苦しむこの者と共に闘って下さった。人生における致命的な岐路に立たさ

れた時に戴いたお言葉に、幾度となく奮い立たされ今日まで歩んでくることができた。知

と心を賭して環境経済学を探求されておられる細田教授から受けた薫陶は、あまりにも大

きい。慶應義塾という学び舎で、先生方と同一の時代を過ごさせていただき、学問に打ち

込ませていただいたことに深く感謝申し上げる。

漸くスタートラインに立ったように思う。大学院での研究生活において享受してきた恩

恵を、次代を生きる若者にお返ししていく者でありたい。そして、粘り強く探求し続ける

者でありたい。今後、世界がいかに変容していこうとも、一隅を照らし、私たちが住む社

会が少しでも善き方向へと進んでゆくための一助となれたら幸いである。

平成 24年 3月

有野洋輔*

* 博士課程在籍時に経済的に支援していただいた財団法人旭硝子奨学会の皆様に感謝申し上げる。また、少
年時代に算盤を教えていただいて以来お世話になり、大学院での研究生活を支援して下さった沼津水産物
加工協同組合の増田泰一理事長に厚くお礼申し上げる。


